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第 1 節	 研究の背景と問題の所在  
東日本大震災に伴う福島第 1 原子力発電所からの放射性物質の漏洩は、日本にとって広
島、長崎、そして第五福竜丸に続く 4 度目の「ヒバク」となった 1。これにより日本国内で
は大規模な脱原発運動が発生し、それに乗じる形で、当時の民主党政権下の菅直人首相は
脱原発方針を表明した 2。  
こうした「原発ゼロ」方針に対して、アメリカのバラク・オバマ（Barack H. Obama）政
権は深刻な懸念を日本政府に伝達した。例えばヒラリー・クリントン（Hillary R. Clinton）
国務長官は 2012 年 9 月 8 日、オバマ大統領の代弁として原発ゼロの見直しを日本政府に対







日本における使用済み核燃料の再処理と保管問題、などが背景にあるとされる 5。	  
                                                      




想』慶應義塾大学出版会、2010 年も同様の表記方法を採用している。  
2 「首相「脱原発」表明「新たな延命策か」与野党に警戒感」『讀賣新聞』2011 年 7 月 14 日、朝刊
4 面；菅直人政権を継いだ野田佳彦政権は、2012 年 9 月 20 日、エネルギー・環境会議において、
2030 年代までに「原発ゼロ」を目指すとした「革新的エネルギー・環境戦略」を採択した。エネ
ルギー・環境会議「革新的エネルギー・環境戦略」2012 年 9 月 14 日、内閣官房ウェブサイト
<http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/npu/policy09/pdf/20120914/20120914_1.pdf>（以下、本稿の URL 最終




3 「日本の原発ゼロ方針、米「大統領が再考要請」」『日本経済新聞』2012 年 9 月 25 日、朝刊 7 面。  
4 「米「原発ゼロ」懸念	 エネルギー省副長官、前原氏に伝達」『讀賣新聞』2012 年 9 月 13 日、夕
刊 2 面。  
5 使用済み核燃料を再処理する過程において、核兵器に転用可能なプルトニウムが抽出される。日

















び関連資材を、アメリカが日本へ供与するものであった。この協定の締結から 3 年後の 1958
                                                                                                                                                                                    
使用済み核燃料から抽出されたプルトニウムの軍事転用や他国への流出を恐れ、日本が原発ゼロ方
針を決定するならば再処理事業の中止を要求している。「原発ゼロ	 各国が懸念	 米英仏、自国政
策にも影響」『讀賣新聞』2012 年 9 月 14 日、朝刊 2 面；「原発ゼロ、米が「拡散」を懸念、核再処
理、放棄迫る、資源競争にも言及」『日本経済新聞』2012 年 9 月 30 日、朝刊 3 面。  
6 原子核の分裂や融合により生じる nuclear energy は原子力として訳される一方、それを兵器に応
用した nuclear weapon は核兵器として訳語を区別することが一般的である。しかし本稿では、「原
子力」という言葉に含まれてきた種々のバイアスを忌避し、原子力発電所、原子力委員会、原子炉
などの一般的名称は別として、nuclear energy は核エネルギーとして直訳する。なお、本研究が対







7 「原子力分野での日米協力を確認、首相、原発ゼロ白紙明言」『日本経済新聞』2013 年 2 月 24







政府との間の協定（Agreement for Co-operation concerning Civil Use of Atomic Energy Between the 
Government of the United States of America and the Government of Japan）」。1955 年 6 月 25 日仮署名、




「平和利用」は、主としてアメリカとの 2 国間協定を基軸として発展してきたのである。  
	 また、核の「軍事利用」を巡っても日米関係は、複雑かつ時として緊張を含みながらも、
基本的には安定した関係を構築してきた。そのことは、1968 年 1 月 30 日に当時の佐藤榮
作首相が国会にて明らかにした「核四政策」に象徴されている。「核四政策」とは、日本の
核政策が「非核三原則」の堅持、核軍縮への貢献、アメリカの核抑止力への依存、核の「平













の日米関係における日本の核政策を論じる上で有益な視座を提供するだろう 13。  
	 以上から本研究は、核の「平和利用」を巡る日米協力体制がいかなる経緯で 1955 年に構
築されたのかを、1945 年から 1955 年にかけて日米間の核を巡る「記憶」、すなわち「核の
記憶」に着目し考察する。本研究では「核の記憶」を、1945 年 8 月の第 2 次世界大戦終了
時点において日米双方が保持していた「記憶」とする。それはすなわち、日本が戦時中に
核エネルギー研究プロジェクトを行っていたという「日本による戦時中の核研究」の記憶
                                                      
11 この協定は 1955 年の研究協定を替えて協力範囲を拡大したもの。それゆえ協定の正式名称は研
究協定と同一。1958 年 4 月 28 日仮署名、同年 6 月 16 日正式署名。  
12 衆議院本会議における佐藤榮作首相の発言、1968 年 1 月 30 日。国会会議録検索システム・ウェ
ブサイト  <http://kokkai.ndl.go.jp>。  
13 この点は、和解は歴史的事実の理解に基づく必要があると指摘する、イアン・ニッシュ「障子





1955 年に日米原子力研究協定を締結するに至ったのかを考察する。  
	 なお、本研究では日本側についても各章において言及するが、主たる分析の焦点はアメ




マン（Harry S. Truman）政権（1945 年 4 月 12 日 -1953 年 1 月 20 日）及びドワイト・アイ





第 2 節	 先行研究の状況	  
(1) トルーマン政権を対象とする研究  









核エネルギーをいかに管理しようとしたのかという点が問われてきた 14。  
                                                      
14 代表的研究としては、Lawrence Freedman, The Evolution of Nuclear Strategy, 3rd ed. (Basingstoke, 
Hampshire [England]; New York: Palgrave Macmillan, 2003); Robert Jervis, The Meaning of the Nuclear 
Revolution: Statecraft and the Prospect of Armageddon (New York: Cornell University, 1989); S. David 
Broscious, “Longing for International Control, Banking on American Superiority: Harry S. Truman’s 







な計画として進展することはなかったためである 15。また、1946 年成立の「原子力法（Atomic 
Energy Act of 1946）」によって、トルーマン政権が他国との協力を事実上禁止されていた















い 18。  
                                                                                                                                                                                    
1945, ed. John Lewis Gaddis (Oxford; New York: Oxford University Press, 1999), 15-38; Andrew P. N. 
Erdmann, “War No Longer Has Any Logic Whatever: Dwight D. Eisenhower and the Thermonuclear 
Revolution,” in Ibid., 87-119 などが挙げられる。  
15 一例として、西岡達裕『アメリカ外交と核軍備競争の起源	 1942-1946』彩流社、1999 年 ; Bernhard 
























は、国際原子力機関（ International Atomic Energy Agency: IAEA）を設立し、主要各国が核
物質をこの機関へと供託し、本機関が各国へ研究・開発用に核物質を配布するというもの





散レジーム形成の目的があったとする 20。アイラ・チャーナス（ Ira Chernus）もオスグッド
と同様の指摘を行っている。チャーナスは、アイゼンハワー政権が核の「平和利用」を推
                                                                                                                                                                                    
研究』、第 31 巻  (1992 年秋 )、138-145 頁；小沼通二・高田容士夫「第二次世界大戦後の日本の原子
核研究と極東委員会」『科学史研究』、第 32 巻（1993 年冬）、193-201 頁：Bowen C. Dees, The Allied 
Occupation and Japan's Economic Miracle: Building the Foundations of Japanese Science and Technology 
1945-52 (Surrey: Japan Library, 1997); Morris Low, Science and the Building of a New Japan, 1st ed. 
(New York: Palgrave Macmillan, 2005). 
19 Text of the Address Delivered by the President of the United States Before the General Assembly of the 
United Nations in New York City, December 8, 1953, Available at the Website of Eisenhower Library 
<http://www.eisenhower.archives.gov/research/online_documents/atoms_for_peace/Binder13.pdf>. 
20 Kenneth Alan Osgood, Total Cold War: Eisenhower's Secret Propaganda Battle at Home and Abroad 









原子力発電事業への参入」が指摘する 22。  
	 これらのアイゼンハワー政権研究に加えて、日米間の核の「平和利用」協力に焦点を当
てた研究も近年発表されている。例えばジョン・スェンソン‐ライト（John Swenson-Wright）
は、1954 年 3 月 1 日発生の第五福龍丸事件 23は、アイゼンハワー政権に日本国内に生じた
核兵器を嫌悪する感情（以下、反核感情）及びソ連によるプロパガンダ攻勢に対応するべ
く、核の「平和利用」キャンペーンの必要性を認知させ、その一環として 1955 年の研究協
定が締結されたことを指摘する 24。同様の指摘は上述した山崎などにも見受けられる 25。  
	 なお、アイゼンハワー政権が日本の反核感情を懸念したのは、坂元一哉「核兵器と日米
関係—ビキニ事件の外交処理」が指摘するように、反米感情と結合しやすいこと、そして
1954 年 1 月に発表していたアイゼンハワー政権の核兵器戦略「大量報復戦略（Massive 




                                                      
21 Ira Chernus, Eisenhower's Atoms for Peace, Library of Presidential Rhetoric, 1st ed. (College Station: 
Texas A&M University Press, 2002), 37. 
22土屋由香「アイゼンハワー政権におけるアメリカ民間企業の原子力発電事業への参入」加藤哲
郎・井川充雄編、前掲書、55-85 頁。  
23 正式な船名は第五福「龍」丸であるが、外交史料では「竜」が、先行研究では龍と竜が混同さ
れている。本稿においては、史料の題目において竜の字が使用されている場合以外は、龍を用いる。  
24 John Swenson-Wright, “The Lucky Dragon Incident of 1954: A Failure of Crisis Management?” in 
Japanese Diplomacy in the 1950s: From Isolation to Integration, edited by Makoto Iokibe (Routledge 
Studies in the Modern History of Asia. London; New York: Routledge, 2008), 139-163. 
25 山崎正勝、前掲書、174-184 頁。  
26 坂元一哉「核兵器と日米関係—ビキニ事件の外交処理」近代日本研究会編『戦後外交の形成』年
報近代日本研究 16、山川出版、1994 年、262-263 頁。  
27 土屋由香「広報文化外交としての原子力平和利用キャンペーンと 1950 年代の日米関係」竹内俊





























                                                      
28 有馬哲夫『原発と原爆—「日・米・英」核武装の暗闘』文藝春秋、2012 年；山崎、前掲書、180-184
頁。  
29 有馬哲夫『原発・正力・CIA—機密文書で読む昭和裏面史』新潮社、2008 年 ;柴田秀利『戦後マス
コミ回遊記	 第 5 部』株式会社ボイジャー、2002 年 ; 山崎、前掲書、208-220 頁。  























マイルズ（Rufus E. Miles, Jr.）は、核兵器の使用は 50 万人ものアメリカ兵を救った等の「神
話」を検証し、その数字には何ら根拠が無く、自らの核兵器の使用を正当化するために救
った命の数の誇張がなされてきたと主張した 34。1990 年代にそうした議論は、 J.サミュエ
ル・ウォーカー（J. Samuel Walker）が示すように、核兵器が使用された要因についての議
                                                      
31 例えば、 Jennifer M. Lind, Sorry States Apologies in International Politics (Ithaca: Cornell University 
Press, 2008)；ハリー・ハルトゥーニアン『歴史と記憶の抗争—「戦後日本」の現在』カツヒコ・マ
リアノ・エンドウ編・監訳、みすず書房、2010 年；長志珠絵『占領期・占領空間と戦争の記憶』
有志舎、2013 年；黒沢文貴・イアン・ニッシュ編、前掲書。  
32 奥田、前掲書。  
33 山本昭宏『核エネルギー言説の戦後史 1945-1960—「被爆の記憶」と「原子力の夢」』人文書院、
2013 年、11、158、172 頁。  
34 Rufus E. Miles, Jr., “Hiroshima: The Strange Myth of Half a Million American Lives Saved,” 
International Security 10, no.2 (Fall, 1985): 121-140. 
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論へと拡大しつつ続けられている 35。  
	 なお、アメリカ国民が核エネルギーをどのように受容したのかについての研究としては、








第 3 節	 本研究の手法と構成	  






(2) 本稿の構成  
	 第 1 章では 1945 年 8 月から 1947 年 1 月までの占領初期における対日核政策を考察する。
まず、占領開始時点において日本が取得していた潜在的な核能力に対して、トルーマン政
権が行った様々な政策を整理・分析する。特に本章では、1946 年 8 月 9 日にトルーマン政
権によって対日占領政策の最高決定機関「極東委員会（The Far Eastern Commission：FEC37）」
に提出された、核エネルギー利用を目的としない基礎的な核物理学については研究・教育
                                                      
35 J. Samuel Walker, “Historiographical Essay Recent Literature on Truman’s Atomic Bomb Decision: A 
Search for Middle Ground,” Diplomatic History 29, no.2 (April, 2005): 311-334; Gar Alperovitz, 
“Historians Reassess: Did We Need to Drop the Bomb?” in Hiroshima's Shadow, edited by Kai Bird and 
Lawrence Lifschult (Stony Creek, Conn.: Pamphleteer's Press, 1998), 5-21. 
36 アラン・M・ウィンクラー『アメリカ人の核意識—ヒロシマからスミソニアンまで』麻田貞雄監
訳・岡田良之助訳、ミネルヴァ書房、1999 年；R.J.リフトン・G.ミッチェル『アメリカの中のヒロ
シマ	 上下巻』大塚隆訳、岩波書店、1995 年。  
37 極東委員会は 1945 年 12 月のモスクワ外相会議において設置が合意された、対日占領政策の決
定機関。設立当初のメンバーはアメリカ、イギリス、ソ連、中国、オランダ、フランス、インド、
オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、フィリピンの 11 ヶ国であった。米英ソ中の 4 ヶ国
には拒否権が与えられ、かつ、アメリカには中間指令 (interim directive)の発出権が与えられていた。
George H. Blakeslee, The Far Eastern Commission a Study in International Cooperation: 1945 to 1952, 


















	 第 3 章では、1952 年から 1955 年を対象とする。本章は、独立後のトルーマン、アイゼ







育」に留まってきたことを明らかにする。そこで 1954 年 3 月 1 日に発生した第五福龍丸事
件がアイゼンハワー政権にとって背中を押す形となり、日本への積極的な援助へと至らせ
たこと、ただし、「核の記憶」から派生する葛藤は依然として維持されていたことを論じる。  
	 終章では、1 章から 3 章までの議論を整理し、日米間の核の「平和利用」がいかに構築
                                                      
38 正式名称は「日本国とアメリカ合衆国との間の安全保障条約（Security Treaty Between Japan and 

















第 1 章	 初期占領における対日核政策  
 
はじめに  





草された、フランクリン・ローズヴェルト（Franklin D. Roosevelt）大統領個人宛の 1939
年 8 月 15 日付けの書簡を契機として研究が開始されていた 39。1942 年 8 月 13 日には、ア
メリカ陸軍内にマンハッタン工兵管区（Manhattan Engineering District：MED）が設立され、
いわゆるマンハッタン・プロジェクトが開始された。これを率いたのが、レスリー・グロ
ーブス（Leslie R. Groves）准将（以下、身分・肩書きは全て当時）であった 40。全米を挙
げた努力が実り、アメリカは 1945 年 7 月 16 日午前 5 時 30 分に核エネルギーの解放に成功
した。同年 8 月 6 日と 9 日、ローズヴェルトの死去に伴い同年 4 月に大統領へと昇格して







                                                      
39 Richard Rhodes, The Making of The Atomic Bomb (New York: Simon&Schuster, 1986), 305-306; アイ
ンシュタイン発ローズヴェルト宛書簡、1939 年 8 月 2 日、ローズヴェルト大統領図書館 (Franklin D. 
Roosevelt Presidential Library and Museum)ウェブサイト
<http://www.fdrlibrary.marist.edu/archives/pdfs/docsworldwar.pdf>。  
40 United States Department of Energy, The Manhattan Project: Making the Atomic Bomb, National 
Security History Series, Volume I. January, 2010, 14-20. Available at the website of United States 
Department of Energy < http://energy.gov/sites/prod/files/edg/media/The_Manhattan_Project_2010.pdf>. 
41 例えば Press Release by the White House, August 6, 1945. Available at the website of Harry S. Truman 
Presidential Library and Museum (hereinafter, Truman Library) 
<http://www.trumanlibrary.org/whistlestop/study_collections/bomb/large/documents/pdfs/59.pdf - 
zoom=100>；R.J.リフトン・G.ミッチェル、前掲書、2-8 頁 ; Nina Tannenwald, The Nuclear Taboo: The 
United States and the Non-Use of Nuclear Weapons since 1945, Cambridge Studies in International 
Relations (Cambridge: Cambridge University Press, 2007), 89-94. 
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わず全面的に禁止するとの代案を作成し、1947 年 1 月 30 日に全会一致でその代案が採択
された 45。  
	 なぜトルーマン政権はこのような提案を作成し、それを極東委員会に提出したのだろう
か。また、極東委員会において拒否権と中間指令の発出権を保持していたアメリカのトル
                                                      
42 Henry L. Stimson, “The Decision to Use the Atomic Bomb,” Harper’s Magazine 194, no.1161 
(February 1947): 97-107. 
43 Tannenwald, loc.cit.. 
44 Note by the Secretary General, “Japanese Research in Technological Subjects,” August 9, 1946, 極東
委員会文書（Records of the Far Eastern Commission）（以下、極東委員会文書）、マイクロフィッシ
ュ No. FEC(A)-0145、国立国会図書館憲政資料室。  
45 From General Nelson T. Johnson, secretary, to George C. Marshall, Secretary of State, “Policy No.27: 
Japanese Research and Activity in the Field of Atomic Energy,” January 30, 1947, 極東委員会文書、  マ




























                                                      
46 小沼・高田、前掲論文第 31 巻、140 頁及び前掲論文第 32 巻、193-201 頁。   
47 政池明「占領軍による日本の原子核調査—米国公文書館などの保存文書より (I)(II)(III)」『日本物
理学会誌』、第 65 巻第 5 号（2010 年 5 月）、362-364 頁・第 65 巻第 6 号（2010 年 6 月）、449-451
頁・第 65 巻 7 号（2010 年 7 月）、567-569 頁。  
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第 1 節	 対日核政策の始動  






	 既にフランクリン・ローズヴェルト（Franklin D. Roosevelt）政権時においてアメリカは、
日本においても核エネルギー研究が行われていることを察知していた。同じく研究を進め
ていたドイツに対して、「アルゾス（ALSOS50）」という作戦名で諜報・破壊活動を行って
おり 51、日本に対しても 1945 年 3 月にはアルゾス諮問委員会（ALSOS Advisory Committee）
が検討を開始し、同年 5 月には日本において調査すべき施設と人物の選定を終えていた 52。
しかし結局、日本に対してアルゾス作戦が発動されることはなかった。  
	 この理由として核兵器の開発を行っていたアメリカ陸軍マンハッタン工兵管区（MED）
                                                      
48 アメリカによる事実上の単独占領となった日本では、アメリカ太平洋陸軍（United States Army 
Forces, Pacific: USAFPAC）と連合軍（Supreme Commander of Allied Powers: SCAP）の２つの総司令
部（General Head Quarters: GHQ）が制度上は並立していた。前者は太平洋に配置された米陸軍に対
して権限を保持しており、後者は占領下日本の統治に権限を保持していた。ただ実際には、この 2
つの GHQ は組織的にも人的にも多分に重複していた。Eiji Takemae, Robert Ricketts, and Sebastian 
Swann, Inside GHQ : The Allied Occupation of Japan and Its Legacy (New York: Continuum, 2002), xxvii 
and 37；竹前栄治『占領戦後史』岩波書店、2002 年、17 頁。本稿では、これらを連合軍総司令部
（GHQ/SCAP）として表記を統一する。  
49 こうした方針はトルーマン政権の国務・陸軍・海軍調整委員会（State-War-Navy Coordinating 
Committee: SWNCC）において、1945 年 8 月 31 日に SWNCC150/4 として決定され、9 月 6 日にト
ルーマン大統領によって承認された「降伏後における初期の対日方針（United States Initial 
Post-Surrender Policy for Japan）」や、1945 年 11 月 1 日に国務・陸軍・海軍調整委員会（SWNCC）
が承認し、同月 3 日付けで統合参謀本部（ Joint Chiefs of Staff: JCS）が JCS1380/15（=SWNCC52/7）
として採択した、「日本占領及び管理のための連合国最高司令官に対する降伏後における初期の基
本的指令  (Basic Initial Surrender Directive to Supreme Commander for the Allied Powers for the 
Occupation and Control of Japan)」に示されている。両文書は国立国会図書館ウェブサイトにて閲覧
可能。＜http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/01/022shoshi.html＞及び	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
＜http://www.ndl.go.jp/constitution/shiryo/01/036shoshi.html＞ ;歴史学研究会『日本同時代史』第 1 巻
「敗戦と占領」、青木書店、1990 年、92 頁；Theodore Cohen and Herbert Passin, Remaking Japan : The 
American Occupation as New Deal (New York: Free Press, 1987), 45-47. 
50 グローブスによればアルゾス（ALSOS）の由来はギリシャ語でグローブス（groves）を意味する
と当時説明を受けたとする。しかし実際の意味はグローブス自身が指摘しているように、グローブ
（grove）である。Leslie R. Groves, Now It Can Be Told; the Story of the Manhattan Project, 1st ed (New 
York: Harper, 1962), 191. 
51 諜報活動は 1943 年 12 月にイタリアで開始され、1944 年 4 月にはドイツでの作戦が開始された。
破壊工作は、1942 年春から 1944 年 2 月にかけてイギリスとアメリカによる、ノルウェー南部の重
水施設に対する作戦が知られている。Robert S. Norris, Racing for the Bomb: General Leslie R. Groves, 
the Manhattan Project's Indispensable Man, 1st ed. (South Royalton: Steerforth Press, 2002), 281-296. 




3 に日本国内には十分な科学者が揃っていない、第 4 に日本国内での諜報活動が極めて困
難、というものであった。これら 4 点を総合的に判断した結果、日本に対してアルゾス作





命によって 8 月 11 日に結成された原爆調査団  (Atomic Bomb Mission)である 54。これはト
ーマス・ファーレル（Thomas F. Farrell）准将とジェームズ・ニューマン（James B. Newman）
准将を団長とし、ロバート・ファーマン（Robert R. Furman）少佐など約 45 名で構成され
ていた 55。他方は、マサチューセッツ工科大学（Massachusetts Institute of Technology）学長
カール・コンプトン（Karl T. Compton）と同大学工学学部長のエドワード・モーランド
（Edward L. Moreland）が率いた 11 名からなる科学情報調査団（Scientific Intelligence Survey 






	 コンプトン調査団は日本滞在中、300 人以上の関係者を尋問した 58。その結果、コンプト
                                                      
53 Groves, op.cit., 87. 
54 中山茂・後藤邦夫・吉岡斉編『通史	 日本の科学技術』学陽書房、1995 年、47、61 頁 ; 笹本征
男『米軍占領下の原爆調査—原爆加害国になった日本』新幹社、1995 年、44-45 頁。  
55 笹本、同上、44 及び 294 頁；Interview of Dr. Robert Furman by Finn Aaserud, March 7, 2002, Available 








58 中山茂・吉岡斉『戦後科学技術の社会史』朝日選書、1994 年、21 頁。  
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ンは、戦時中の日本では爆発的な核分裂は発生し得ないとの誤った計算に基づいていたた
めに、原爆を作成しようと試みていた形跡はないとの報告書を 1945 年 9 月 20 日に作成し
た 59。また、同報告書では常時査察の受入などの条件付きではあるが、日本において放射
性物質の大量分離など核エネルギーに直結する分野以外の核物理学における基礎研究を認
めるべきだと提言していた 60。  
	 一方の原爆調査団においても、日本の核エネルギー研究の実態調査を担当したファーマ
ンが 9 月 30 日に報告書を作成した。その結論は、戦時中の日本政府及び日本軍には具体的
な原爆の開発計画は存在せず、開発の優先度は低く位置付けられていた。また、日本政府
の原爆への関心は広島の後にようやく高まったというものであった 61。  







(2) 核エネルギー研究の禁止  
	 連合軍総司令部（GHQ/SCAP）は 1945 年 9 月 22 日、「総司令部指令第 3 号」を日本側に
公示した。この指令は 8 項 a において、日本の全ての実験所や研究施設に対して、1940 年
以降の研究活動の詳細なレポートの提出を命じ、同項 b において査察の受け入れを命じ、
同項 c において毎月 1 日に研究活動の報告書の提出を命じ、同項 d においてウラニウム 235
及び他の放射性物質の大量分離を禁止するものであった 62。つまり文字通りに解釈するの
                                                      
59 山崎が指摘するように、確かに理研のニ号研究は遅い中性子を用いた原子炉の暴走のようなも
のを想定して研究を行っていた。山崎、前掲書、33-35 頁。  
60 From Karl T. Compton to Col. K S. Tait and Col. R C. Kramer, “Control of Work in Japanese “Atom 
Smashing,” or More Generally Nuclear Physics Laboratories,” September 20, 1945, Records of Allied 
Operational and Occupation Headquarters, World War II, Supreme Commander for the Allied Powers. 
Scientific & Technical Division, Formerly Top Secret Nuclear Physics Correspondence File 1947-1951 
(hereinafter, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951), Box no.1, Entry UD1896, Record Group 321 
(hereinafter RG 321), National Archives and Record Administration, Building II, College Park, MD 
(hereinafter NARA), Box no.1.；小沼・高田、前掲論文第 31 巻、139 頁。  
61 From Robert R. Furman to James B. Newman, “Summary Report, Atomic Bomb Mission, Investigating 
into Japanese Activity to Develop Atomic Power,” September 30, 1945, Nuclear Physics Corre.File 
1947-1951, Box no.1. 
62 この指令第 3 号は他には、賃金・物価の経済統制、生活必需品の生産最大化を要求、武器・弾
薬などの軍需品の生産禁止、輸出入の禁止などを規定していた。外務省政務局特別史料課『日本占





	 しかし翌月の 10 月 31 日、統合参謀本部（Joint Chiefs of Staff: JCS）は新たな指令を連合
軍総司令部（GHQ/SCAP）へと発出した。文書番号「WX79907」と付与された本指令は、
「核エネルギーや関連分野のいかなる研究活動（ research activities on atomic energy or 
related matters）も許可されるべきではない」と明示していた。加えて同指令は、核エネル
ギーとそれに関連する研究の全設備の押収と、研究に従事していた者の拘束を連合軍総司
令部（GHQ/SCAP）に指示していた 63。  





	 核エネルギー研究プロジェクトのニ号研究を主導していた理研の仁科は、9 月 22 日の指
令第 3 号が出された後の 10 月 15 日、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）にサイクロトロンの
使用を申請していた。仁科は申請理由を、生物学、医学、化学、冶金学の各分野に用いる
放射性物質及び中性子を製造及び検査するためとしていた 64。連合軍総司令部（GHQ/SCAP）
は同月 17 日付けで、指令第 3 号を遵守する条件下においてこの申請を許可したが、27 日
に放射性物質及び中性子の使用は生物学と医学分野に限定した 65。  
	 しかしその 2 週間後に発出された WX79907 において、全ての設備の押収という文言が
あったことから、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）はサイクロトロンの使用の是非について
陸軍省に問い合わせた。11 月 10 日付けの陸軍省からの返電は、核エネルギー関連の研究
を完全に禁止し、理研、大阪帝大、京都帝大がそれぞれ所有するサイクロトロンを破壊せ
よというものであった。この命令に基づいて、11 月 24 日までに全てのサイクロトロンが
                                                      
63 しかし拘束は実施されなかった。その理由は不明である。From JCS to USAFPAC, “WX79907,” 
October 31, 1945, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1.  
64 仁科発マッカーサー宛書簡、1945 年 10 月 15 日、中根良平・仁科雄一郎・仁科浩二郎・他編『仁
科芳雄往復書簡集	 第 III 巻』みすず書房、2007 年、文書番号 1179、1171-1172 頁。  
65 H.W.アレン（H.W.Allen）発日本帝国政府宛書簡、1945 年 10 月 17 日、同上、文書番号 1182、
1175 頁；小沼・高田、前掲論文第 31 巻、141 頁。  
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破壊され、海中に投棄された 66。  
	 翌 25 日にサイクロトロンの破壊が報道されると 67、日本のみならずアメリカにおいても
科学者を中心に猛烈な非難が巻き起った。その先鋒がマンハッタン計画の主要工場の一つ
であったテネシー州オークリッジの科学者達であり、彼らはサイクロトロンの破壊行為を




官は 1945 年 12 月 15 日、破壊命令は誤りであり、その命令を未見のまま連合軍総司令部






びトリウムの押収を指示するものであった。なお、10 月の WX79907 と本指令 WX88780
は、統合参謀本部（JCS）より更なる指示があるまで日本側に非公表とされた 71。3 つの指
令（指令第 3 号、WX79907 、WX88780）を纏めたものが表 1 である。  
                                                      
66 山崎、前掲論文、24 頁。  
67 「原子核研究を根絶」『讀賣新聞』1945 年 11 月 25 日、朝刊 2 面。  
68 “Scientists Protest Cyclotron Wrecking; Liken It to Louvain Library Sacking,” New York Times, 
November 26, 1945. 
69 “Compton Calls Cyclotron Smashing in Japan ‘Act of Utter Stupidity’,” New York Times, December 6, 
1945. 
70 Robert S. Norris, Racing for the Bomb : General Leslie R. Groves, the Manhattan Project's 
Indispensable Man, 1st ed. (South Royalton, Vt.: Steerforth Press, 2002), 452；山崎、前掲書、88 頁。  
71 From JCS to USAFPAC, “WX88780,” December 15, 1945, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box 
no.1. 
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表  1	 核エネルギー研究規制一覧  
名称  日付  主たる命令内容  公示  
指令第 3 号  9 月 22 日  
・1940 年からの日本における全研究内容の報告を要求  
・国内の研究施設への常時立ち入り査察の受け入れを要求  
・ウラン 235 など放射性物質の大量分離を禁止  
○  
WX79907 10 月 31 日  
・核エネルギー及び関連研究（ research on nuclear energy or 




WX88780 12 月 15 日  







	 このように、サイクロトロン破壊後の経緯や WX88780 の日付を鑑みるならば、先行研
究が示唆してきたように、トルーマン政権はサイクロトロン破壊によって生じた政権批判
を緩和すべく、WX88780 を発出したと見なすことには一応の説得力がある。しかし問題は、





第 2 節	 提案に至る要因と過程  





                                                      
72 例えば、小沼・高田、前掲論文 31 巻、140 頁。  
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関連政策との整合性を図る目的から提起されたのであった。  















	 第 2 に、占領下ドイツにおける研究規制状況との兼ね合いも問題であった。第 2 次世界
大戦中のドイツでは、日本より核エネルギー研究が進展していた 76。それもあり降伏して
対独占領が開始された当初、連合国はドイツに対して核エネルギーはもちろんのこと科学
研究について厳しい懲罰的規制を課すことを計画していた 77。それを体現したのが 1945 年
5 月策定の JCS1067/8 であった。これはドイツにおけるアメリカの占領区域において、全
ての研究関連施設を閉鎖し、アメリカにとって興味関心のない軍需品を破壊すると共に、
                                                      
73 こうした考えは、1945 年 10 月 3 日の原子力特別教書や 11 月 15 日の米英加 3 カ国共同声明など
見て取れる。Harry S. Truman, Message to the Congress on Atomic Bomb, October 3, 1945. Available at 
the website of Atomic Archive <http://www.atomicarchive.com/Docs/Deterrence/Truman.shtml>; Joint 
Declaration by the Heads of Government of the United States, the United Kingdom, and Canada. November 
15, 1945. Available at the website of NuclearFiles.org 
<http://www.nuclearfiles.org/menu/key-issues/nuclear-energy/history/dec-truma-atlee-king_1945-11-15.ht
m>  
74 本提案は、ディーン・アチソン（Dean G. Acheson）国務次官（1949 年国務長官就任）を委員長
とする、いわゆるアチソン委員会の下に設けられた諮問委員会の委員長デビッド・リリエンソール
（David E. Lilienthal）を中心に取りまとめられたもので、1946 年 3 月 17 日に完成した。西岡達裕
『アメリカ外交と核軍備競争の起源	 1942-1946』彩流社、1999 年、204-206 頁。  
75 同上、221-222 頁。  
76 Groves, op.cit., 224-49. 




ること、そして、戦時中に主要な研究開発の役職にいた人物の復職を否定していた 78。  
	 しかしこうした懲罰的姿勢は、第 1 次世界大戦の戦後処理において懲罰的な対応を行っ
たことが逆にナチス・ドイツの台頭を間接的に引き起こしたとの反省が広まることによっ
て徐々に改められ、占領政策はドイツ復興へと舵を切ることになった。こうした対独占領




会による報告書は 1945 年 7 月 6 日に完成し、科学研究開発局（OSRD）のブッシュ局長へ
と提出された。この報告書は、ドイツの復興において科学研究は重要であるとの前提に立
ち、軍事的な目的を持った研究ではない限り、基礎研究（ fundamental research）及び応用
研究（applied research）はいかなる分野であれ認められるべきとしていた 79。  
	 同年 11 月には、アダムズは陸軍省のコンサルタントとしてドイツに赴任し、当地にて科
学政策の立案に 3 ヶ月程関与した 80。その集大成が、1946 年 4 月 29 日にドイツのアメリカ







事会（Allied Control Council）の承認を経ていたという事実である 82。  
                                                      
78 John Krige, American Hegemony and the Postwar Reconstruction of Science in Europe (Cambridge, 
Mass.: MIT Press, 2006), 45-46. 
79 ちなみに本法では、基礎研究は新たな知識、自然界の法則、新たな物質の発見を目的とするも
のとされ、応用研究は基礎研究の成果を産業目的に使用するものとされた。 Ibid., 46-47. 
80 Ibid., 47.  
81 Ibid., 48. 








る規制の見直しを開始したのである 83。  





したのが、トルーマン政権内の国務・陸軍・海軍調整委員会（SWNCC）が 1946 年 2 月 18
日に草案を作成した SCAPIN984 であった 84。この文書は 1945 年 9 月 22 日の総司令部指令






                                                                                                                                                                                    
6 月、205 頁。国立国会図書館ウェブサイト  
< http://www.ndl.go.jp/jp/data/publication/document/2003/1/20030112.pdf>。  
83 State-War-Navy -Coordinating Committee, “Publicity Aspect of Proposed Instructing by SCAP 
Japanese Research in Technological Subjects,” October 22, 1946, Formerly Top Secret Subject 
Correspondence File, 1945-50 (hereinafter, Subject Correspondence File), Box no.2, Records of Allied 
Operational and Occupation Headquarters, World War II, Supreme Commander for the Allied Powers. 
Economic and Scientific Division of Economic and Scientific Section, RG 331, Entry UD1894, NARA.   
84 SCAPIN とは SCAP Instruction の略であり、1946 年 1 月 28 日から使用が開始された。この時、
前年に遡って総司令部指令に番号が付与された。ちなみに、前年 9 月 22 日の総司令部指令第 3 号
は SCAPIN 第 47 号とされた。大蔵省財政室編『昭和財政史	 終戦から講和まで	 第 3 巻アメリカ
の対日占領政策』東洋経済新報社、1976 年、136 頁。  
85 Memorandum for the Imperial Japanese Government, “Amendment of SCAPIN 47 (Directive No.3), 
May 25, 1946、外務省政務局特別史料課、前掲書、87-89 頁収録。  
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図  1	 初期の対日占領政策命令系統  
 
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	    	 	 	 	  （出典：筆者作成）  
 
	 ワシントンにおいて国務・陸軍・海軍調整員会（SWNCC）が SCAPIN984 を策定してい
る頃、東京の連合軍総司令部（GHQ/SCAP）においても日本における核エネルギー研究規
制の見直しが議論されていた。議論が本格化した契機は、1946 年 1 月にノースウェスタン
大学（Northwestern University）の核物理学者ラッセル・フィッシャー（Russell A. Fisher）
が連合軍総司令部（GHQ/SCAP）の経済科学局（Economic and Scientific Section：ESS）に
赴任したことであった。  
	 フィッシャーは日本到着後、直ちに日本の核エネルギー研究規制の状況の検討を開始し、







た経済科学局産業課長ジョセフ・オハーン（Joseph O’Hearn）中佐へと提出された 88。  
	 オハーンはフィッシャーの報告書に殆ど手を加えること無く、経済科学局長ウィリア
ム・マーカット（William F. Marquat）少将へと報告した。これを受けてマーカットは 3 月
15 日に、参謀長（Chief of Staff）リチャード・マーシャル（Richard J. Marshall）中将へと
以下の内容の報告書を提出した。なお、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）における命令系統







エネルギー及び関連研究を禁止した WX79907 と WX88780 には抵触する。しかし日本人に




ットは勧告していた 89。図 2 は、以上に述べた連合軍総司令部（GHQ/SCAP）の組織関係
を図示したものである。  
                                                      
86 この特別プロジェクト班（SPU）は、当初、経済科学局産業課の下に創設されたが、1946 年 4
月 17 日付けで同局科学技術課に移管された。更に 1946 年内に数度、産業課と科学技術課の間で所
管が行き来した。ただしこの組織は経済科学局長の直接の指揮を受けることになっており、特異な
組織であった。Dees, op.cit., 94-95 頁。  
87 Memorandum to Chief of Industrial Division of Economy and Science Section, “Recommendations 
Regarding Atomic Energy Control,” February 14, 1946, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no. 
1.; Dees, op.cit., 93. 
88 Ibid. 
89 From ESS to Chief of Staff, “Proposed Action on WX 88780 dated 15 Dec. 1945,” March 15, 1946, 
Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no. 1. 
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図  2	 連合軍総司令部（GHQ/SCAP）  組織図 (1945 年 10 月 2 日時点 ) 
 





は、核物理学が含まれるのか否かという点を質した 90。  
	 連合軍総司令部（GHQ/SCAP）からのこの問題提起は、国務・陸軍・海軍調整委員会
（SWNCC）において 1 ヶ月程放置された。ようやく 1946 年 5 月 2 日に国務・陸軍・海軍
                                                      
90 From GHQ/SCAP to JCS, CX59629, April 6, 1946, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1. 
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調整委員会（SWNCC）は、核エネルギー研究については多国間の合意が望ましいとして、
1946 年 1 月に設立されていた極東委員会（ FEC）において議論することを決定し、
SCAPIN984 が対象とする許可されるべき研究範囲から核エネルギー分野を除外すること











らされているのは 1945 年 9 月 22 日の指令第 3 号による放射性物質の大量分離の禁止のみ






(3) 極東委員会（FEC）への提案  
	 こうした状況下において、国務・陸軍・海軍調整委員会（SWNCC）下部組織の極東小委
員会（Subcommittee for the Far East :SFE）では核エネルギー研究規制についていかなる提
案を極東委員会（FEC）に対して行うかを議論した。その結果作成されたのが、1946 年 7
月 3 日の SWNCC52/20 であった。同文書は、日本の核エネルギーについてはアメリカの単
独決定よりも FEC における決定が好ましいとして、純粋な研究用途以上の放射性物質の生
成や、核エネルギーの研究・開発を禁止する一方で、基礎的（basic）な核物理学の研究と
                                                      
91 From JCS to GHQ/SCAP, W88233, May 17, 1946, Ibid; Memorandum by SWNCC, “Publicity Aspect of 
Proposed Instructions By SCAP Authorizing Japanese Research in Technological Subjects,” May 7, 1946, 
Subject Correspondence File, Box no.2. 
 29 






返電として 7 月 16 日付けで統合参謀本部（JCS）へと送付された 93。統合参謀本部（JCS）
は、マンハッタン工兵管区の専門家からも軍事的側面について異論が生じないことを確認
した上で 7 月 17 日、SWNCC52/20 を JCS1380/30 として採択した 94。  
	 統合参謀本部（JCS）の同意を得た国務・陸軍・海軍調整委員会（SWNCC）は、7 月 31





第 3 節	 極東委員会の議論と結実  
(1) 極東委員会における拒否反応  
	 SWNCC52/20 は極東委員会（FEC）において FEC24/1 として登録され、極東委員会（FEC）
の議事運営委員会（steering committee）でその取り扱いを巡り議論が開始された。ただ、
1946 年 8 月いっぱいは同文書に対する各国政府からの訓令が代表団に届かなかったため、
本格的な議論は行われなかった。  






                                                      
92 From JCS to GHQ/SCAP, W93578, July 7, 1946, Subject Correspondence File, Box no.3. 
93 Memo for Record, July 9, 1946, Subject Correspondence File, Box no.3; From GHQ/SCAP to JCS, 
C-63073, July 16, 1946, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1. 
94 Joint Chiefs of Staff, “Policy Statement Regarding Japanese Research in the Atomic Energy Field,” July 
17, 1946, Subject Correspondence File, Box no.2. 
 30 
これまでの研究禁止の継続を望むと表明したのである 95。  
	 ニュージーランド政府代表団の G.R.パウレス（G.R. Powles）もプリムソルと同様の意見
を述べ、フランスやインドの政府代表団もこれらの見解に同調した。中国国民党政府の代
表団は 1946 年 1 月 24 日に国際連合総会において全会一致で設立が採択され 6 月 14 日に議
論が開始されていた国連原子力委員会（UNAEC）での交渉の進展を待つべきとし、ソ連政
府代表は自国政府の訓令が未達として留保を示したのみであった 96。  








の趣旨が十分に説明されるまで、この FEC24/1 の議論は保留するということのみであった。 





今更秘匿し禁止するものではないとの認識が一般的であった。事実、前年 1945 年 8 月 12
日に公表されていたいわゆるスミス・レポート（Smyth Report）によって、核エネルギー
の原理的な内容は既に公表済みであった 98。それゆえに、自国の提案 FEC24/1 に対して、
各国政府がここまで否定的な反応を示すとは想定していなかったのである。  
	 9 月 10 日の第 29 回議事運営委員会においてアメリカ政府代表団は、FEC24/1 という大
変価値のある深淵な文書が受け入れられないことに憂慮を示しつつ、FEC24/1 を修正する
                                                      
95 Transcript of Twenty-Eighth Meeting of the Steering Committee on September 4, 1946, 極東委員会文
書、マイクロフィッシュ No. FEC (B)-0129. 
96 Ibid. 
97 Ibid. 
98 Henry De Wolf Smyth, Atomic Energy for Military Purposes : The Official Report on the Development 
of the Atomic Bomb under the Auspices of the United States Government, 1940-1945 (Princeton: Princeton 




わち SWNCC52/20 の再検討を要請した。具体的な要請事項としては、FEC12 が存在するに
もかかわらず、FEC24/1 を提案する理由を明示し、国連原子力委員会（UNAEC）における
核エネルギーの国際管理交渉との関連について言及することであった 100。  
	 これらの要請を受けた国務・陸軍・海軍調整委員会（SWNCC）は、再度検討に入った。
その際、代表団のディックオーバーが 9 月 11 日の議事運営委員会会合において、アメリカ
の対日核政策には何ら変更はなく、これまで非公表とされてきたアメリカの指令を公表す
るだけの修正に留まるものと極東委員会（FEC）各国に説明を行っていたことが問題視さ
れた。FEC24/1 は FEC12 からの明確な政策転換であることをアメリカ政府代表団に説明す















                                                      
99 Transcript of Twenty-Ninth Meeting of the Steering Committee on September 10, 1946, 極東委員会文
書、マイクロフィッシュ No. FEC (B)-0129&0130. 
100 Memorandum by the State Member, SWNCC, September 18, 1946, Records of the Subcommittee for 
the Far East, 1945-1948, SFE-1, Roll No.3. 国立国会図書館憲政史料室（以下、SFE-1）。  
101 Memorandum for Mr. Farley, “United States Policy on Atomic Research in Japan,” September 11, 1946, 
極東委員会文書、マイクロフィッシュ No. FEC (B)-1377. 
102 Note by Secretaries, “Publicity Aspect of Japanese Research in Technological Subjects”, 












ていた 104。  
	 同文書に軍事的観点からコメントを求められた統合参謀本部（JCS）は、1946 年 11 月
21 日、極東委員会（FEC）での合意取り付けを最優先することに同意しつつ、アメリカ提
案の規制よりも緩和しないとの条件を追加することを提案した。この提案が受け入れられ、
最終草案（SWNCC52/24）に盛り込まれることとなった 105。アメリカ政府代表団は 12 月
16 日、この文書を FEC24/2 として議事運営委員会に再提出した。この SWNCC52/24 と当
初の提案である SWNCC52/20 を対比させたのが、表 2 である。  
                                                      
103 Ibid. 
104 Ibid. 
105 Memorandum for the SWNCC by JCS, “Publicity Aspect of Proposed Instructions by SCAP 
Authorizing Japanese Research in Technological Subjects,” November 21, 1946, SFE-1, Roll no.3. 
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表  2	 アメリカ提案の比較  


















(3) 代替案の策定と妥結  
	 こうして SWNCC52/24 は極東委員会（FEC）において FEC24/2 として登録された。しか
し、各国は依然として否定的態度を崩さなかった。アメリカ政府代表団が FEC24/2 を提出











                                                      
106 Memorandum for General McCoy by Samuel S. Stratton, “U.S. Policy Proposal on Japanese Atomic 
Research (FEC-24/2),” December 17, 1946, 極東委員会文書、マイクロフィッシュ No.FEC (B)-1377. 
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 こうしたソ連側の疑念に対してアメリカ政府代表団は、ドイツの事例を持ち出して反論









れなければ極東委員会（FEC）の合意内容に反対しないことが確認された 108。そこで 12 月
31 日の第 45 回議事運営委員会においてアメリカ政府代表団は、自国提案の内容に修正に
応じる用意があることを表明した。ただこの時点においても、各国政府代表団は FEC24/2
に対する自国政府の訓令を入手できておらず、この問題は翌年に持ち越されたのであった。 
	 年が明けた 1947 年 1 月 7 日の第 46 回議事運営委員会では、アメリカ陸軍省より専門家
が招かれ、各国政府の代表団に対して FEC24/2 の趣旨が説明された。この専門家は、総司






れた 109。  
	 こうしたアメリカ側の説明に対して、中国国民党政府代表団は第 2 次世界大戦中の日本
軍による中国での人体実験を引き合いに出し、日本に基礎的な研究であれ認めることがい
かに危険かを訴えた。またソ連政府代表団も前回からその意見に変化は無く、日本にいか
                                                      
107 Transcript of Forty-Forth Meeting of the Steering Committee. December 17, 1946, 極東委員会文書、 
マイクロフィッシュ No.FEC (B)-0140.  
108 Memorandum for General McCoy by Samuel S. Stratton, “U.S. Policy Proposal on Japanese Atomic 
Research (FEC-24/2)” December 17, 1946, Ibid. 
109 “Transcript of Forty-Sixth Meeting of the Steering Committee on January 7, 1946,” 極東委員会文書、 





















るには、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）の許可と監督が必要と規定するものであった 111。  
	 この新たな提案は FEC24/6 としてアドホック委員会より議事運営委員会に附され、1 月
14 日の第 47 回議事運営委員会において承認された。なおこの時、ソ連政府代表団は新た
な提案には基本的に賛成としつつも本国の訓令待ちのため態度を留保した。この提案は若
干の修正を加えられ、1 月 30 日の第 43 回本会議において、全会一致で FEC24/7 として採
択されたのであった。ここに、日本における核エネルギーの利用を目指した直接的な研究
の禁止が改めて確認され、結局その禁止は 1952 年 4 月 28 日の対日講和条約の発効まで維
持されることになった。  
                                                      
110 Ibid. 
111 Note by the Secretary General, “Japanese Research and Activity in the Field of Atomic Energy,” 
FEC24/6, January 14, 1947; Transcript of the 47th SC, January 14, 1947, 極東委員会文書、マイクロフィ
ッュ No. FEC (B)-0143. 
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おわりに  





的核能力に対してトルーマン政権は、1945 年 9 月から 12 月にかけて 3 つの文書（指令第 3
号、WX79907、WX88780）により、研究の規制や機材の廃棄など日本の核エネルギー能力
を除去すべく、規制を実施した。  

























	 このように 1945 年から 1947 年初頭にかけてのトルーマン政権は、対日政策の懲罰から
修正という流れにおいても、一貫して潜在的な日本の核能力の除去を目指し、日本が核エ
ネルギー研究を行っていたという記憶の黙殺を試みたといえよう。しかし極東委員会（FEC）
による 1947 年 1 月の決定から約 1 ヶ月半後に米ソ間の冷戦が明確化・固定化すると、トル
ーマン政権の対日核政策は大きく変化することになるのであった。  
 38 











	 ではそうした対日政策の見直しが本格化する 1947 年から日本の主権を回復する 1952 年
4 月にかけて、対日核政策はいかに変化したのだろうか。本章は、この点を対日講和条約
における核エネルギーの規定の変遷から考察する。1951 年 9 月 8 日に署名され 1952 年 4











                                                      
112 Address of the President to Congress, Recommending Assistance to Greece and Turkey, March 12, 
1947, Available at the website of Truman Library  
< http://www.trumanlibrary.org/whistlestop/study_collections/doctrine/large/documents/pdfs/5-9.pdf>. 
113 吉岡、前掲書、57 頁；讀賣新聞解説部『戦後政治—中曽根康弘	 時代の証言者２』讀賣新聞、
















いないことも研究がなされてこなかった要因の一つであろう。1951 年 1 月 26 日から 8 月
まで断続的に行われた日米間の協議において、再軍備や経済規制など数多くの論点が議論







                                                      
114 吉岡、前掲書、56 頁；マスコミ研究会『日本	 原子力の全て—栄光と努力のドラマ』国会通信




116 「ホイッティアー大学におけるダレス顧問の演説」1951 年 3 月 31 日、岡倉古志郎・牧瀬恒二
編『資料沖縄問題』労働旬報社、1969 年、499-506 頁、旬報社デジタルライブラリーウェブサイト
<http://www.junposha.com/library/?_page=book_contents&sys_id=25>。  
117 1951 年 1 月からの講和条約を巡る日米交渉における吉田政権の主張は、外務省条約法規課『平






ンブルグ、オランダの 6 ヶ国と共同で 1952 年 5 月 22 日、欧州防衛共同体（European Defense 
















                                                      
118 前章で紹介したようにドイツでは、米英仏ソによる分割占領となり、連合国理事会が設けられ
ていた。米英の占領地区は 1946 年 9 月に統合された。1947 年 12 月 15 日、米英仏ソの 4 カ国外相
会議はドイツの中央政府樹立を巡り決裂した。そこで米英仏 3 カ国は、1948 年 6 月 7 日にロンド
ン協定を締結し、米英仏の占領地区を統合し西側地区のみで連邦政府を樹立することを決定した。
その結果 1949 年 5 月 23 日に憲法に相当するボン基本法が発効し、9 月に西ドイツ（ドイツ連邦共
和国）が誕生した。ただし、依然として西ドイツは、直接占領から間接占領へと移行したものの、
占領下に置かれていた。西ドイツの主権回復を規定したドイツとの平和条約である「ドイツ（総括）
条約」が 1952 年 5 月 26 日に米英仏 3 カ国とドイツの間で調印された。この条約とセットとされた
のが、欧州防衛共同体条約であり、平和条約の翌日 5 月 27 日に調印された。しかし、フランス議
会は 1954 年 8 月にこれらの条約批准を最終的に否決した。そこで、西ドイツを北大西洋条約機構
（North Atlantic Treaty Organization）へ参加させることが米英両国を中心に推し進められ、1954 年
10 月 22 日にドイツの参加が承認された。その際、ドイツは EDC 条約に規定されていた核兵器、
生物兵器、化学兵器の製造を行わないことを自主的な規制として宣言した。そこで 1954 年 10 月
23 日にパリ条約が調印され、翌年 5 月 5 日に発効した。ここに、ようやくドイツは主権を回復し
た。大嶽、前掲『二つの戦後・ドイツと日本』、99、105、153—170 頁；清水、前掲論文、206、209
−211 頁参照。  
119 European Defense Community Treaty, signed at Paris, on May 27, 1952, Available at the website of 





第 1 節	 初期講和の模索と挫折  
(1) 草案における核エネルギー規制  
	 対日講和条約の準備は第 2 次世界大戦中から既に開始されていたことが知られている 120。
1946 年 2 月の段階で既に、ジェームズ・バーンズ（James F. Byrnes）国務長官の手元には
平和条約と非武装化条約の雛形が届いていた 121。このように、初期の草案の特徴は、平和
条約と非武装化条約の 2 本立てにあった。  
	 バーンズの手元に届けられた非武装化条約草案の中には、核エネルギーや核分裂性物質
への言及は見当たらない 122。これは第 1 条 a において、陸海空全ての軍隊及び憲兵隊など
の準軍事組織の非武装化と解散を規定していること、また、同条 d において軍需品（military 
equipment）の製造・生産・輸入を禁止しており、特に同条 d(1)では全ての武器（arms）、
弾薬（ammunition）、爆発物（explosives）、軍用機器（military equipment）、軍用品（military 
store and supplies）の製造・生産・輸入といった戦争に関連する全行為の実施を、締約国（ the 
High Contracting Parties）が阻止すると規定していたために、わざわざ核の「軍事利用」で
ある核兵器について特化した項目を設置する必要性がないと判断されたためであろう。  






	 これらの対日講和のための準備を本格化させるべく、国務省では 1946 年 8 月ないし 9
                                                      
120 戦前から戦中にかけての予備的模索は、Frederick Sherwood Dunn, Peace Making and Settlement 
with Japan (Princeton: Princeton University Press, 1963), 31-41 を参照。  
121 Memorandum for the President by James F. Byrnes, “Peace Treaty regarding Japan,” February 27, 1946, 
President’s Secretary’s File, Box no. 159, Truman Library.  
122 The Secretary of State to the Charge in the Soviet Union (Kennan), February 28, 1946, Untied States 
Department of State, Foreign Relations of the United States (hereinafter, FRUS), 1946, Vol. VIII, The Far 
East (Washington D.C.: U.S. Government Printing Office, 1971), 152-153.  
123 “Draft Treaty on the Disarmament and Demilitarization of Japan,” June 21, 1946, in F.G. Jones, Hugh 
Borton, and B.R. Pearn. The Far East, 1942-1946 (London: Oxford University Press, 1955), 541；西村熊
雄『サンフランシスコ平和条約』日本外交史第 27 巻	 鹿島平和研究所、1971 年、10-12 頁。  
 42 
月頃、対日講和条約の検討グループを設立した。このグループは極東局のジェームズ・ペ
ンフィールド（James K. Penfield）副局長（deputy director）、極東局員ルース・ベーコン（Ruth 
E. Bacon）、極東局日本朝鮮経済課エドゥイン・マーティン（Edwin M. Martin）課長（chief）、
ヒュー・ボートン（Hugh Borton）課長代理（acting chief）、ジョン・エマーソン（John K. 
Emmerson）同課長補佐（assistant chief）、そして国務省情報調査局極東情報課のワレン・
ハンズバーガー（Warren S. Hunsberger）らによって構成されていた 124。  
	 このグループが検討を開始した直後の 10 月 22 日、前章で言及したように国務・陸軍・
海軍調整委員会（SWNCC）は核エネルギーの国際管理体制が構築される以前に対日講和が
成立する場合、日本はいかなる規制をも遵守するとの文言を講和条約に挿入することを
SWNCC52/23 として決定した 125。それらを参照しつつ、この検討グループによる 12 月 16
日付けの作業文書には、同年 6 月の非武装化条約と同一の規定が第 6 章「非武装化・非軍
事化」の第 1 条として規定されていた 126。  
	 検討グループによる最初の草案は 1947 年 3 月にひとまずの完成をみた。この検討結果は
マッカーサーにも内々に伝えられており、それゆえにマッカーサーはトルーマン・ドクト
リンからわずか 5 日後の 1947 年 3 月 17 日、1 年以内の早期講和締結を希望するとの演説
を行ったのである 127。占領政策を担うマッカーサーの発言だけに、トルーマン政権として
もこれを軽視することができず、国務省は 7 月 11 日、極東委員会（FEC）の構成国 10 ヶ
国へ対日講和のための予備会議の開催を通知し、会議の開催日は暫定的に 8 月 19 日とされ
た 128。  
	 そこで検討グループでは 8 月の会議に向けて、3 月に完成した第 1 次草案の修正作業に
入った。その途上における 7 月 16 日、草案中の核分裂性物質の定義が曖昧ではないかとの
問題提起がなされたが、検討の結果、科学研究の進歩により未知の核分裂性物質が発見さ
                                                      
124 Memorandum by the Chief of the Division of Japanese and Korean Economic Affairs, “Alternative 
Drafts on Post Peace Treaty Control Organization in Japan,” October 3, 1946, FRUS, 1946, Vol.VIII, 
326-329；五十嵐、前掲書、72 頁。   
125 本稿第 1 章脚注 102 参照。  
126 “Drafts of Treaty,” September 16, 1946, 対日講和・安全保障条約に関する国務省文書（Records of 
the Office of Northeast Asian Affairs, Relation to the Treaty of Peace with Japan—Subject File, 1945-51 
(Lot File 56 D 527)） , リール  No.1, 国立国会図書館憲政史料室（以下、国務省文書）。  
127 大嶽秀夫編・解説『戦後日本防衛問題資料集	 第 1 巻	 非軍事化から再軍備へ』三一書房、1991
年、203-205 頁；坂元、前掲書、2-3 頁；細谷千博『サンフランシスコ講和への道』中央公論社、
1984 年、10 頁。  
128 “Record of Oral Statement of Peace Treaty for Japan,” July 11, 1947, FRUS, 1947, Vol.VI, The Far 









出された 131。  
(2) 初期講和の挫折  
	 こうした検討作業を経て 3 月の第１次草案を修正した第 2 次案草案が、予備会議の開催
予定であった 2 週間前の 1947 年 8 月 5 日に完成した 132。なお、この第 2 次草案について
も、核分裂性物質に関する規定はそのまま残されていた。しかし結局、予備会議が開催さ
れることは無かった。7 月 11 日の予備会議の開催通知は極東委員会（FEC）各国の反発を
生じさせていたのである。たとえば対日講和条約をめぐりアメリカと主導権争いを演じて
いたイギリス及び英連邦諸国は、8 月 26 日にキャンベラにて英連邦会議の開催を予定して
いた。そのため、予備会議に代表団を派遣することはできないと返答していた。一方、ソ
連はポツダム宣言に基づいて設置された 4 カ国外相理事会（Council of Foreign Ministers）
において対日講和条約を議論するべきだとして、多数の国を招集しての予備会議の開催に
は反対していた。中国国民党政府もそうしたソ連の意向を汲み、アメリカが提案した予備
会議の議決方式に異議を唱えることで、会議の開催を困難にさせていた 133。  
	 加えて流会した背景には、国務省内に検討グループの草案に対する反対があった。それ
が 1947 年 5 月設立の政策企画室からの反対であった。政策企画室は、極東局検討グループ
による 8 月の第 2 次草案を検討し、冷戦状況が明確化しているにもかかわらず、本草案が
いまだに米ソ協調を前提としており、日本は地政学的にも極めて重要であるにもかかわら
                                                      
129 Notes of Meeting on Wednesday, July 16, 1947. 国務省文書、リール  No.6。  
130 Memorandum by the Chief of the Division of Northeast Asian Affairs (Borton) to the Assistant 
Secretary of State for Occupied Areas (Hilldring), May 20, 1947, FRUS, 1947, Vol.VI, The Far East, 
459-460.  
131 “Notes of Meeting on Wednesday,” July 23, 1947, 国務省文書、リール  No.6. 
132 Dunn, op.cit., 58；宮里政玄「アメリカ合衆国政府と対日講和」渡邊昭夫・宮里政玄編『サンフ
ランシスコ講和』東京大学出版会、1986 年、113 頁。  









	 ただし検討グループによる作業は継続されており、1947 年 11 月 7 日付けの作業文書で
は、依然として米ソ間の協調を前提にした懲罰的な姿勢は変化することが無く、対日講和
条約草案では非武装化と非軍事化を定めた第 5 章第 28 条 a において、核分裂性物質に関す
る規定は 8 月の第 2 次草案と同一の文言のまま残していた。翌年 1948 年 1 月、検討グルー




えてこの第 3 次案では同項目 e(2)において、特に前項の物質を用いた完全な、あるいは主
として軍事的性質を持つ科学研究は基礎的であれ応用的であれ禁止するとの項目が加わっ
ていた 137。  
	 このようにケナンらの批判にもかかわらず、国務省極東局の検討グループは 1948 年初頭
においてなお、日本に対する懲罰的姿勢に基づいた対日講和方針を維持し続けていた 138。
それは明らかに当時の冷戦状況及び実際の対日政策と整合性を欠くものとなっていた。そ
してこの第 3 次案が策定された 1948 年 3 月においてなお、中ソ両国は引き続きアメリカ主
導による、対日講和の予備会議開催に反対することを明らかにした。ここに対日講和早期
締結の模索は完全に挫折した 139。  
	 その後、極東局に代わりケナン率いる政策企画室が対日占領政策の修正ならびに対日講
                                                      
134 Memorandum by Mr. John P. Davies, Jr., of the Policy Planning Staff to Director of the Staff (Kennan), 
August 11, 1947, FRUS, 1947, Vol.VI, The Far East, 485-486. 
135 From George Kennan to George Marshall, February 22, 1946, Available at the website of Truman 
Library < http://www.trumanlibrary.org/whistlestop/study_collections/coldwar/documents/pdf/6-6.pdf>. 
136 細谷千博「アメリカの対日講和政策の展開—1940-1950」『国際政治』第 70 号（1982 年 5 月）、83
頁；坂元、前掲書、4-6 頁；五十嵐、前掲書、72-76 頁。  
137 “Draft of Treaty,” January 1948、国務省文書、リール  No.11。  
138 Dunn, op.cit., 70.  
139 Ibid., 69. 
 45 
和の方針の策定を主導することになった。1948 年 2 月末に訪日したケナンは、マッカーサ
ーと占領政策の方針について議論した後、3 月に帰国した。帰国後ケナンは、対日政策の
主目標は日本の非軍事化及び民主化から経済的自立化へと変更すべきであり、対日講和に




（National Security Council: NSC）に、9 月 24 日に提出された NSC13/1 であった。  
	 NSC13/1 は、関係省庁の意向を受けて多少の修正はありつつも、ケナンによる同年 3 月
のレポートをほぼそのまま反映したものであった。国家安全保障会議（NSC）における議




て賠償の程度問題であった 142。  









経済的戦争能力は限定されるべき」ことを規定していた 144。このように NSC13/2 は、核分
                                                      
140 Report by the Director of the Policy Planning Staff (Kennan), “Recommendations with Respect to U.S. 
Policy Toward Japan,” PPS28, FRUS, 1947. Vol.VI, The Far East, 691-719. 
141 坂元、前掲書、7-8 頁。  
142 Memorandum for the President by Sidney W. Soures, October 8, 1948, National Security Council Files, 
Box 7. 
143 Note by the NSC Executive Secretary (Soures) to President Truman, “NSC 13/2,” October 7, 1948, 







(3) 対日核政策の変化  
	 このように対日政策全般が懲罰から復興へと大きく舵が切られる中で、対日核政策はど








流出する可能性を主張した 145。この流出の懸念は決して絵空事ではなかった。  
	 その一つの証左が、陸軍の核エネルギー研究プロジェクト「ニ号研究」に携わっていた
仁科からの 1947 年 3 月 7 日付けの情報提供であった。仁科によれば、吉田という知人が中
国国民党政府の軍人将校を引きつれて彼を訪れ、原爆や中国において核エネルギー研究を
行えるか否かについて話し合ったというのである 146。数日後、再び連合軍総司令部
（GHQ/SCAP）を訪れた仁科は、吉田とは吉田茂首相であり、中国人将校は Lin Shun Nan




存在しなかった 1949 年までは、真に懸念すべき問題であったことを示しているだろう。  
	 それゆえに連合軍総司令部（GHQ/SCAP）は、核エネルギー研究の禁止に対する理解・
協力と他国への情報・人材流出を防ぐ観点から日本人科学者との友好的関係を維持すべく、
                                                      
145 Memorandum for Chief of Staff, “Brief of Radios WAR SVC 8626 (Scientific Aspect) and W91539,” 
unknown Date. 安斉育郎編『GHQ トップ・シークレット文書集成	 第 IV 期	 第 4 巻』柏書房、1998
年、216-217 頁。   
146 Memorandum of Office Visit, March 7, 1947, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1. 
147 Ibid. 
148 Check Sheet from ESS to G-2, “Dr. Y.Nishina,” March 14, 1947, Nuclear Physics Corre.File 








	 連合軍総司令部（GHQ/SCAP）では、1947 年 1 月 30 日の極東委員会（FEC）決定に明確
に抵触しない範囲で、緩やかに骨抜きを目指し始めたのである。詳細な経緯は不明なるも
1947 年 8 月 21 日、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）内では一つのメモランダムが経済科学
局特別調査班（ESS/SPU）の責任者ハリー・ケリー（Harry C. Kelly）に提出された。「日本







許可することを提言していた 150。  
	 また、同年 10 月には、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）は、日本に核エネルギー利用のた
めの研究開発は認めないが、核物理学の基礎的な研究・実験については許可する方針を固
めたことを統合参謀本部へと報告した 151。さらに 1948 年 4 月、ケリーは、1947 年 1 月 30
日の極東委員会（FEC）の決定により日本では基礎的及び応用的を問わず核エネルギー関
連研究は全て禁止されているが、理論研究については日本側の試みを阻止しない方針を明
確にした 152。同年 9 月 3 日には、ケリーは経済科学局長マーカット宛のメモランダムにお
いて、日本人科学者をアメリカに戻して（ return）研究させる場合は、ドイツ人科学者に対
                                                      
149 Memorandum for H.C.Kelly from Scientific Advisory Group, “Treaty Limitation on Nuclear Energy in 
Japan,” August 21, 1947, Subject Correspondence File, Box no. 1. 
150 Ibid. 
151 Memorandum for JCS from GHQ/SCAP, “SCAP Report on Control and Surveillance of Atomic Energy 
Research and Development in Japan,” October 7, 1947, Records of the Joint Chiefs of Staff, Part 2: 
1946-1953 Meetings of the JCS, Strategic Issues, Section I & II, European and NATO, The United States, 
The Soviet Union, The Middle East, and The Far East（統合参謀本部文書	 1942-1960）、マイクロフィ
ッシュ  No. JFE-1、国立国会図書館憲政史料室（以下、統合参謀本部文書）。  








	 また、同年 12 月 10 日には日本の科学調査団の一員であり、アメリカの AEC の諮問委員
会（General Advisory Committee）の委員でもあったコロンビア大学の核物理学者イシドー・







同時に明らかにアメリカのために日本を利用しようという一面も存在した 157。  
	 1949 年に入るとトルーマン政権はアイソトープを日本へ配布するか否かをめぐり、1947







                                                      
153 H.C. Kelly to Marquat, “Utilization of Japanese Scientists by the United States,” September 3, 1948, 
Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1. 
154 例えば Norris, op.cit., 291-296 を参照。  
155 この実験所については、“MIT Radiation Laboratory.” Website of Lincoln Laboratory of 
Massachusetts Institute of Technology < http://www.ll.mit.edu/about/History/RadLab.html> ; 
“Oral-History: MIT Radiation Laboratory.” Available at the Website of IEEE Global History 
<http://www.ieeeghn.org/wiki/index.php/Oral-History:MIT_Radiation_Laboratory>を参照。  
156 Memorandum for William F.Marquat from I.I.Rabi, “The Use of Japanese Research Facilities as an 
Advanced Base in the Event of Acute Emergency in the Far East,” December 10, 1948, Nuclear Physics 
Corre.File 1947-1951, Box no.1. 
157 Low, op.cit., 54-56. 
 49 
	 このアイソトープ供給プログラムは、担当省庁であるアメリカ原子力委員会（Atomic 
Energy Commission: AEC）において 1947 年夏頃より議論が行われていた。その際、本プロ
グラムは、同年 6 月 5 日にジョージ・マーシャル（George C. Marshall）国務長官が発表し
た欧州復興計画、いわゆるマーシャル・プラン（Marshall Plan）の一部であるとアメリカ
原子力委員会（AEC）の委員は認識し、8 月 19 日に計画の推進を承認した 158。9 月 18 日に
本プログラムの概要が公表されたが、この時点では占領下のドイツや日本に対してアイソ
トープを供与することは想定しておらず、主たる供与先として欧州諸国を想定していた。  
	 日本への供与の有無は、対日政策の見直しが本格化していた 1948 年夏頃より議論が開始
された。  
核エネルギー問題担当国務長官特別補佐官ゴードン・アーネソン（R. Gordon Arneson）は




ネソンの解釈は可能だろうが、本委員会としては独自の法的解釈を示さないと、9 月 29 日
にアーネソンへ返答した 160。その後、この問題は半年程放置された。  
	 再び日本へのアイソトープの供給が議論の俎上に載ったのは、1949 年春であった。その
背景にはアイソトープを日本に輸入するよう日米両国の科学者からの働きかけが本格化し
たことがあった。1949 年 4 月、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）としてもアイソトープの輸
入を支援する意向であり、日本政府も輸入先の機関を管理監督することに同意しているこ
とが、陸軍長官から国務長官宛の書簡により伝えられた 161。これを受けて国務省は日本を
アイソトープの受給国へ組み入れることにし、1949 年 4 月 22 日、国務省は再びアメリカ
原子力委員会（AEC）に意見を求めたところ、原則として同意するとの方針を伝えてきた。
日本へ譲渡する物品について更に約半年間に渡り詳細を詰め、同年 10 月にアメリカ原子力
委員会（AEC）はアーネソンに対して 1947 年 1 月の極東委員会決定に抵触しないことに留
意し、かつ、陸軍省が同意するので有れば、日本にアイソトープを供与することに同意す
                                                      
158 Minutes of Meeting No.95, August 19, 1947, Records of Atomic Energy Commission, Minutes of 
Meeting of the AEC, Box no.1. Records of the Atomic Energy Commission, RG326, NARA. 
159 Note by Secretary (Roy B. Snapp), “Foreign Distribution of Radioisotopes-Inclusion of Japan,” 
October 17, 1949, Office of the Secretary, General Correspondence 1946-1951, Box no.72, Records of the 




るとの最終判断を伝えた 162。こうして、それまで約 30 ヶ国に供与済みであったアイソト











第 2 節	 新たな講和の模索と核エネルギー規制  
(1) 対日講和の再模索  
	 初期の対日講和の目論見が完全に挫折した 1948 年 1 月以降、既述したように対日占領政
策全般、そして対日核政策は変化の兆しを見せていた。一方、1949 年に入っても講和の模





	 この NSC13/3 が 1949 年前半のトルーマン政権による対日政策の基軸となったわけだが、
中国では共産党が国民党政府の首都南京を攻略するなど日本を取り囲む情勢は大きく変わ
                                                      
162 Carroll L. Willson to R. Gordon Arneson, October 26, 1949, Office of the Secretary, General 
Correspondence 1946-1951, Box no.72, Records of the Atomic Energy Commission, RG326, NARA.  
163 “AEC Approves Admission of Japan to Program for Foreign Distribution of Radioisotopes,” November 
11, 1949, FEC(B)-1377、極東局文書；最初に届けられたアイソトープは、1950 年 4 月に、仁科芳雄
の元へ届けられたアンチモン 125 であった。日本原子力産業会議編『原子力は ,いま—日本の平和利
用 30 年	 上巻』丸ノ内出版、1986 年、20 頁。  
164 NSC13/3 とは前年 10 月 9 日に承認されていた NSC13/2 において決定を先延ばししていた、琉
球諸島などの取り扱い、賠償の程度、極東委員会の対日講和における位置づけの 3 項目を追加した
ものである。Memorandum to the National Security Council, “Recommendations with Respect to U.S. 
Policy Toward Japan,” May 6, 1949, National Security Council Files, Chronological File, Box no.8, 
Truman Library; Report by the National Security Council on Recommendations With Respect to United 
States Policy Toward Japan, NSC13/3, May 6, 1949, FRUS, 1949, Vol.VII The Far East and Australasia, 
Part 2 (Washington D.C.: U.S.Government Printing Office, 1976), 730-736. 
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こすので、軍事的観点から日本の講和条約は時期尚早 166」と述べたのであった。  









	 講和再開に向けた直接の契機が 1949 年 9 月 13 日からのディーン・アチソン（Dean G. 
Acheson）国務長官とイギリスのアーネスト・ベビン（Ernest Bevin）外相との会談であっ
た。この会談においてイギリス側は、翌年 1950 年 1 月に予定されている英連邦諸国会議ま
                                                      
165 Report by the Joint Chiefs of Staff, “Strategic Evaluation of United States Security Needs in Japan,” 
NSC49, June 9, 1949, FRUS, 1949, Vol.VII The Far East and Australasia, Part 2, 774-777；日本語訳につ
いては坂元、前掲書、16-18 頁を参考にした。  
166 Ibid. 
167 Note by the Executive Secretary (Sourers) to the National Security Council, NSC 49/1, October 4, 1949, 





たのであった 169。  
(2) 新草案における核エネルギー規制  
	 米英会談直前の 1949 年 9 月 7 日時点において国務省内には一つの草案が存在していた。
この草案は極東局の検討グループが作成した第 3 次草案に類似しており、各種の対日制約











	 この草案を土台として講和条約の検討作業が再開され、翌月の 10 月 13 日に国務省極東
局の検討グループ作成の 1948 年 1 月の第 3 次案以来の第 4 次草案が作成され、そして更な
る修正が加えられ 11 月 2 日に第 5 次草案となった 171。この時、9 月の草案に存在した第 4
章「海軍、陸軍、空軍条項」は姿を消し、第 5 章「日本の安全保障」に換わった 172。なお、




                                                      
168 United States Secretary of State Acheson, “Summary of Political Conversation Held in Washington 
September 13-15, 1949,” President’s Secretary’s File, Box no.96, Truman Library. 
169 Acheson to Louis A. Johnson (Secretary of Defense), 前掲国務省文書、リール  No.6。  
170 Draft of Treaty, September 7, 1949, 前掲国務省文書、リール  No.6。  
171 細谷、前掲論文、87 頁。  
172 Draft of Treaty, November 2, 1949, 前掲国務省文書、リール No.6。  
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requirements）」とは何かを巡る調整が続いていたためであった 173。この調整は 1949 年内に
決着せず、統合参謀本部（JCS）は 12 月 22 日にルイス・ジョンソン（Louis A. Johnson）
国防長官に対して、対日講和締結の条件として、沖縄及び日本本土におけるアメリカ軍の
駐留の継続と、ソ連ならびに中華人民共和国が参加する全面講和の両立を掲げた。これは
中ソ両国が受け入れるはずもない２条件を提示し、講和阻止を試みたものであった 174。	  
	 1949 年 12 月 29 日付けの第 6 次草案においても、引き続き第 5 章は空白のままとされて
いた 175。こうしてイギリス側が求めた 1950 年 1 月の英連邦諸国会議までにアメリカ側の
草案を提出することは失敗した。1950 年に入るとトルーマン大統領自身もこれ以上の対日
講和締結の遅延は日米関係に多大なマイナスの影響を及ぼすと考え、1950 年 5 月、共和党
の前上院議員ダレスを対日講和問題担当に任命し、膠着状況の打破が目指されることにな
った。これまでの草案の要旨を纏めたものが表 3 である。  
	 表  3	 各草案における核エネルギー規制項目の比較  
 日付  核エネルギー関連の規制  
バーンズ案  1946 年 2 月  ・完全な非軍事・非武装化を規定  
非武装化条約案  1946 年 10 月  
第 1 次案  1947 年 3 月  
第 2 次案  1947 年 8 月  
・戦争目的に特化した物質や核分裂性物質の製
造・生産・輸入の禁止  





米英会談時案  1949 年 9 月  
・核兵器、自律推進あるいは誘導推進のミサイ
ル、そして類似装置の所有、製造、実験を禁止  
第 4 次草案  1949 年 10 月  詳細不明  
第 5 次草案  1949 年 11 月  
第 6 次草案  1949 年 12 月  
・国務省・国防省間の交渉途上ゆえに空白  
（出典：筆者作成）  
                                                      
173 坂元、前掲書、15-18 頁。  
174 五十嵐、前掲書、158-159 頁。  
175 From R. Fearey to Mr. Allison, “Japanese Treaty,” December 29, 1949, 国務省文書、リール  No.2. 
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(3) 背景としての日本国内の動向  














いた 179。  
	 国内における核エネルギーへの期待の高まりは、新憲法下の国会論戦にも垣間見ること






                                                      
176 笹本、前掲書、224-243 頁；桐谷多恵子「戦後広島市の『復興』と被爆者の視点―『中国新聞』
の記事を史料として」法政大学国際文化学部『異文化』第 7 号論文編、法政大学国際文化学部、2006
年 4 月、127-148 頁。  
177 この時期多くの記事が書かれているが、たとえば「原子力に平和の用途」『朝日新聞』1948 年 2
月 29 日、2 面。  
178 「科学立国へ	 5 小委員会を設置」『朝日新聞』1945 年 8 月 20 日、2 面；讀賣新聞解説部、前
掲書、7 頁。  
179 占領下の状況については、山本、前掲書、第 1 章を参照。  


























	 これに対して陸軍省は 3 月 23 日の返電において、ワシントンの各機関に置いて議論が
開始されたことを伝えるとともに、新たな研究規制のガイドライン作成に入る前に現行の
核エネルギー研究規制の問題点について、更なる報告を求めた。ただ陸軍省は同返電にお
                                                      
181 Interview with Mr. Takanobu Kanki (Yomiuri Press, Scientific News Section), February 24, 1949, 
Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.2. 
182 「初の原子力展覧会 /東京・銀座」『讀賣新聞』1949 年 12 月 23 日、夕刊 2 面。  
183 From JCS to GHQ/SCAP, “Review of Policies Governing Japanese Research in Nuclear Physics and 
Related Fields and Stockpiles of Radioactive Materials in Japan,” February 28, 1950, Nuclear Physics 






(4) 講和条約の締結  





したのであった 185。  





9 月 14 日、トルーマンは他の連合諸国と対日講和のための予備会談の推進を公表した。  





                                                      
184 From Office of the Adjutant General of Department of the Army to GHQ/SCAP, “Review of Policies 
Governing Japanese Research in Nuclear Physics and Related Fields and Stockpiles of Radioactive 
Materials in Japan,” February 28, 1950, Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1.；この史料が指
摘している、ドイツにおける新たな法案が具体的に何を意味しているのかを明らかにすることはで
きなかった。ただし、キャサリン・ケレハー（Catherine M. Kelleher）によれば 1949 年 5 月発効の
ボン基本法に付属する占領法規において、米英仏三カ国が引き続きドイツの武装解除と非軍事化に
責任を追うことが規定されたとしている。恐らくはこの関連で、法律第 25 号に代わる何らかの占
領法規が策定されたのではないだろうか。Catherine McArdle Kelleher, Germany & the Politics of 
Nuclear Weapons (New York: Columbia University Press, 1975), 14. 
185 坂元、前掲書、23 頁。  
186 Memorandum for the President from Secretary of State and Secretary of Defense, September 7, 1950, 
President’s Secretary’s File, Box.159. 
187 大嶽秀夫編・解説『戦後日本防衛問題資料集	 第 2 巻	 講和と再軍備の本格化』三一書房、1992




	 1951 年 1 月、ダレスは 2 度目の日本訪問を行い、日米交渉を開始した。ただ、この時点
では、イギリスなど各国から講和条約の内容に同意を得られていたわけではなかった。細
谷の研究が指摘するように、イギリスは独自の講和草案を準備しており、その内容は日本
の造船能力を講和後から 10 年間は当時の 1/3 を意味する約 40 億トンに制限するなど懲罰
的姿勢を維持するものであった 188。イギリス案の詳細は不明であるが、こうした姿勢を維
持していたイギリスは核エネルギーに関しても何らかの制限を課そうとしていたものと推
測される。しかし 1951 年 6 月 21 日にはイギリスもアメリカの 6 月 14 日付けの草案に賛成
することとなった。こうして日本を含む各国との事前交渉を終え、ようやく 1951 年 9 月 8
日、サンフランシスコにて講和条約が調印されたのである。  
 
第 3 節	 講和後の日本における核エネルギー  
(1) 調印前の国務省内の検討  
	 このように核エネルギー規制を含まない講和条約が締結され、日本では核エネルギー研
究の自由を得たと一般的に受け止められた。しかし、1951 年から 1952 年にかけて、核エ
ネルギーに関して国務省内で議論が行われていた。史料で確認できる最初の問題提起は、










                                                      
188 Minutes, Dulles Mission Staff Meeting, February 7 1951, 国務省文書、リール  No.7; 細谷、前掲書、
234-235 頁などを参照。  
189 Memorandum by Bruce J. Hamilton, “Atomic Energy Controls in Japan,” May 11, 1951, General 
Records Relating to Atomic Energy Matters, Box no.51, General Records of Department of State, A1 Entry 






(2) 調印後の国務省及び原子力委員会における検討  







見解を問い合わせたのである 190。  








担当の北東アジア課（Division of North-East Asian Affairs）において議論が開始され、結論




                                                      
190 Memo for John A. Hall by R. Gordon Arneson, “Atomic Energy and the Japanese Peace Treaty,” 
September 17, 1951, Ibid.  
191 それまで国務省極東局において日本を担当していた日本課（Division of Japanese Affairs）は、
1947 年 2 月に北東アジア課に編入されていた。大蔵省財政室編、前掲書、付属資料 44 頁。  
192 Memorandum to R. Gordon Arneson from George McClurkin, “Atomic Energy Controls in Japan,” 




核兵器の使用が問題視され始めたことがあった。1950 年 3 月に世界平和協議会の大会がス























                                                      
193 藤田久一・浅田正彦『軍縮条約・資料集	 第二版』有信堂、1997 年、497 頁。  
194 Memorandum for General Bradley from Paul H. Nitze, “Possibilities of War with the Soviet Union, 
1951-52: Use of Atomic Weapons,” July 12, 1951, Records of JCS, Chairman’s File General Bradley, 
1949-53, Box no.4, NARA. 
195 Memo for the files, “Atomic Energy Controls in Japan,” November 8, 1951, Records of Atomic Energy 










(3) 国防総省の見解  
	 このような国務省内での調整を踏まえたアーネソンは、11 月 9 日、国防総省の見解を問
い合わせた 198。問い合わせを受けた国防総省は 11 月 28 日、ロバート・ラベット（Robert A. 
Lovett）国防長官が統合参謀本部（ JCS）に対して検討を要請した。統合参謀本部（ JCS）
は検討の結果、12 月 17 日付けで文書 JCS1380/131 を提出した。この中で統合参謀本部（JCS）
は、国防総省としては国務省極東局の見解に完全に同意し、日本における核エネルギー分
野の規制は日本の自主的かつ完全な主権に基づくべきであるとした 199。ただし日本が、「核
分裂あるいは核融合兵器（ fissionable or fusionable weapons）やその運搬手段によって構成
される軍事拠点（center of military power） の建設を自主的に差し控えることがアメリカに







                                                      
196 Memorandum for the files by George C. Spiegel, “Atomic Energy Control in Japan,” November 8, 1952, 
Ibid. 
197 Ibid. 
198 Memorandum for Robert LeBaron from R. Gordon Arneson, “Atomic Energy Controls in Japan,” 
November 9, 1951, Records of Department of State. General Records Relating to Atomic Energy Matters, 
1948-1952, Box no.51; Memorandum for Ronald I. Spiers from Gordon R. Arneson, “Atomic Energy 
Controls in Japan,” November 9, 1951, Ibid. 
199 Memorandum for Secretary of Defense from Omar N. Bradley, “Atomic Energy Controls in Japan,” 











究、核兵器のシェアリングといった選択肢が存在していたであろう 203。  
	 以上の内容の JCS1380/131 を受領した国防総省は、これをほぼそのまま流用し、1951 年
12 月 31 日、独立後の日本に制限を課すことは日本人の神経を逆なでするものであり、核
エネルギー分野の規制は完全に日本の自主的かつ完全な主権に基づくべきとの国務省極東













	 しかし 1948 年頃より冷戦状況の明確化・固定化は、対日政策及び対日核政策を大きく変
                                                      
201 Ibid. 
202 Ibid. 
203 Memorandum for General Bradley from Paul H. Nitze, “Possibilities of War with the Soviet Union, 
1951-52: Use of Atomic Weapons,” July 12, 1951, Records of JCS, Chairman’s File General Bradley, 
1949-53, Box no.4, NARA. 
204 Memorandum for the Secretary of State from William C. Foster (Acting Secretary of Defense), 
“Atomic Energy Controls in Japan,” December 31, 1951, General Records Relating to Atomic Energy 
















































大使館から外務省へと渡された 1955 年 1 月 11 日付けの口上書を契機とするが、その 1 週
間前まで日米関係には重大な懸念事項が存在していた。それが第五福龍丸事件である。後
に詳しく述べるが、1954 年 3 月 1 日に発生した第五福龍丸事件は、日米関係を大きく悪化
させた。その事件の補償交渉がようやく決着をみたのが、1955 年 1 月 4 日の交換公文だっ
たのである。それではそもそもなぜ第五福龍丸事件解決直後にアイゼンハワー政権は、こ
                                                      
205トルーマン政権期から既にアメリカはイギリス及びカナダを核戦争勃発時に核攻撃基地に使用
する方針を固めており、両国より同意を得ていた。また 1940 年代から 50 年代にかけての米英間の
核エネルギーの機密情報の共有をめぐる二国間交渉は、 John Baylys, “Exchange Nuclear Secrets: 
Laying the Foundations of Anglo-American Nuclear Relationship,” Diplomatic History 25, no.1 (Winter, 
2001):35-37 を参照。  
 64 
のような協定を持ちかけたのだろうか。そこで本章は、日本が主権を回復した 1952 年 4





















及ぼしたのかという分析が抜け落ちている 211。  
	 このように、1955 年の日米原子力研究協定自体に着目することは稀ながらも、第五福龍
丸事件を契機として、アイゼンハワー政権では日本への核の「平和利用」協力の必要性が
                                                      
206 Ralph E. Lapp, The Voyage of the Lucky Dragon. 1st ed (New York: Harper, 1958).  
207 坂元、前掲論文、263-271 頁。  
208 Graham B. Leonard, “The Fukuryu Maru Incident: Science, Politics and the US-Japanese Alliance,” 
Ph.D. Dissertation submitted to Osaka University, 2011. 
209 John Swenson-Wright, loc.cit. 
210 李炫雄「アイゼンハワー政権の対外原子力政策と日本の対米原子力外交	 1953-1958」筑波大学
博士論文、2009 年。  
211 山崎、前掲書、8-9 章参照。  
 65 
高まったと先行研究は見なしてきた。本研究はこれらの解釈に疑義を挟むものではないが、























第 1 節	 対日核エネルギー「援助」の模索  
(1) 講和後のトルーマン政権の対日核政策  
	 トルーマン政権にとって講和後の対日核政策の検討は、1952 年 11 月より開始された。
このきっかけとなったのは、11 月 5 日から日本に 5 日間滞在した原子力委員会生物学・薬
学部門のジョン・ビューアー（John C. Bugher）局長による報告書であった 212。1952 年 11
                                                      




会第 4 班の委員長を務め、海軍航空本部と海軍航技廠による海軍第 3 の核エネルギー研究
プロジェクトの推進を是認した人物であった 213。この会談において、亀山は日本版原子力





技術援助を求める国としてノルウェーが挙がった理由としては、1951 年 4 月 15 日に設立
が公表された、オランダとノルウェー両国による核エネルギー合同機構（Joint Establishment 
for Nuclear Energy Research Institute：JENER）の存在があったためだと推察される。ビュー
アーの報告書が提出された 4 日後の 1952 年 11 月 30 日には、同機構の研究炉が 2 日前の
28 日に正式に運転を開始したとの報道が日本国内でなされるなど、ノルウェーへの期待が
高まっていた 216。  
	 ビューアーの報告書は、アメリカ原子力委員会（AEC）及び国務省内で回覧され、議論
の対象となった。そこでビューアーの帰国後、報告書についての聴取が 1952 年 12 月 18
日に行われた。席上にてビューアーは、日本では動力源を緊急に欲していること、燃料が
殆ど無いか欠乏していることを指摘した上で、核エネルギーを発電に利用することはアメ
                                                                                                                                                                                    
26, 1952, General Records Relating to Atomic Energy Matters, 1948-1952, Box no.51. 
213 本稿補章、115 頁参照。  
214 この亀山の発言は、主として 2 人の日本人科学者の動向を受けたものであった。4 ヶ月前の 1952
年 7 月 20 日、東京大学理学部長の茅誠司教授は「原子力の将来性を十分広い立場から検討し、日
本として原子力問題をどう扱うかを考えることが先決である。この検討の仕事は、費用の点からも、
問題の性質上も、学術会議の枠では難しいと思うので、政府においてそういう責任ある調査機関を
つくってすみやかに検討に着手すべきではないか」と発言していた。同年 10 月 22 日には茅誠治と
大阪大学理学部の伏見康治教授は、日本学術会議第 13 回総会において「原子力問題の検討につい
て」と題する議案を提案していた。この提案は、1953 年 4 月の総会において政府に対して原子力
問題について申し入れを行うことの可否を検討することを主旨としたもので、その一案として総理
府所管の「原子力問題検討委員会」の設置を参考として付け加えていた。日本原子力産業会議編、
前掲書、9-11 頁 ; 伏見康治「パブリックアクセプタンスのむずかしさ」岸田純之助解説『伏見康治
著作集	 第 7 巻	 原子力と平和』みすず書房、1987 年、54-55 頁；マスコミ研究会『日本	 原子力
の全て−栄光と努力のドラマ』国会通信社、1985 年、10 頁；山崎、前掲書、134-136 頁 ; 「波乱呼
ぶ原子力問題	 本格的研究に批判	 一部で反対声明  兵器生産のおそれ」『朝日新聞』1952 年 10 月
18 日、朝刊 7 面。  
215 Office Memorandum, “Visit to Atomic Bomb Casualty Commission at Hiroshima at Japan,” November 
26, 1952. General Records Relating to Atomic Energy Matters, 1948-1952, Box no.51. 
216 「共同で原子力研究	 オランダ、ノルウェー両国」『朝日新聞』1951 年 4 月 17 日、朝刊 2 面；


























連してアーネソンは、「核エネルギー版ポイント・フォー計画（Atomic Energy Point IV 
Program）」を設立するとの昨今の政権内の議論に言及し、日本への援助はそうした構想実
                                                      
217 “Japanese Aspirations on an Atomic Energy Program for Japan,” December 18, 1952, General Records 












を提供し、日本側の要望を聞き取ることが確認された 222。  


























(2) アイゼンハワー政権による対日核政策の継続  
	 年が明けた 1953 年 1 月 20 日、アイゼンハワー政権が誕生した。1 月 28 日、アーネソン












of information）」で十分であろうと同意した 224。  
	 アーネソンによる情報計画が具体的に何を意味するかは不明なるも、おそらくは 1951
年 4 月 4 日に設立されていた心理戦略委員会（Psychological Strategy Board：PSB225）によ
り策定されていた「心理戦略 PSB D-27」の一部だと推察される。PSB D-27 とは 1952 年 8
月 7 日承認の対日政策の基本文書 NSC125/2 において、日本を親米国家とするための心理
的作戦を実施するとの一文に直接の契機をもつものである 226。PSB D-27 の草案は同年 10
                                                      
223	 From Robert Murphy to R.Gordon Arneson, January 28, 1953, General Records Relating to Atomic 
Energy Matters, 1948-1952, Box No.505. 
224 Ibid. 
225 心理戦略委員会（PSB）については、Kenneth Alan Osgood, Total Cold War : Eisenhower's Secret 
Propaganda Battle at Home and Abroad (Lawrence: University of Kansas, 2006), 43, 85-89 を参照。  
226 講和後の対日政策の指針となったのが NSC125 シリーズであった。1952 年 2 月 20 日にトルー
マン大統領によって承認された NSC125 は、日本の安全保障がアメリカの極東における地位にとっ






出管理を定めた項目のみが修正されて NSC125/2 として 8 月 7 日にトルーマン大統領によって承認
 70 
月 30 日の時点で既に完成しており、最終的にアイゼンハワー政権が誕生した直後の 1953
















(3) 「平和のための原子力」構想と日本の反応  
	 アイゼンハワー大統領は就任時より核エネルギーの平和利用の推進に強い関心を有して
いたことが知られている 230。彼がそうした関心をもった要因の一つには、世界の核エネル
                                                                                                                                                                                    
された。この NSC125/2 はアイゼンハワー政権においても引き続き対日政策の基本文書として用い
られた。A Report to the National Security Council by the Executive Secretary, “Interim Policy with 
Respect to Japan,” NSC125, February 21, 1952. President’s Secretary’s File, Box no.187; 池田慎太郎『日
米同盟の政治史—アリソン駐日大使と「1955 年体制」の成立』国際書院、2004 年、39 頁；坂元、
前掲書、79-80 頁；Editorial Note, FRUS, 1952-54. Vol.XIV, Part 2, China and Japan, 1286. 
227 Submitted to the President and the National Security Council by the Psychological Strategy Board, 
“Progress Report on the National Psychological Effort of the Period July 1, 1952, through September 30, 
1952,” October 30, 1952. Presidents’ Secretary’s File, Box no. 187. 
228 石井修『冷戦と日米関係‐戦後パートナーシップの形成』ジャパンタイムズ、1989 年、117-119
頁；Swenson-Wright, op.cit., 155.  
229 Memo for File, “Reactor for Japan--Discussion with Mr. Strauss,” May 20, 1955, General Records 
Relating to Atomic Energy Matters, 1948-1952, Box no. 503. この文書にはアイゼンハワー大統領自身
が却下したと明記されているが、有馬によれば、実際には原子力委員会や政策企画室でアイデアが
出されただけで、アイゼンハワーや国務省のトップレベルは関与していないとする。しかし本研究
では、有馬の主張の根拠を見つけることができなかった。有馬、前掲『原発・正力・CIA』、33 頁。  


























                                                      
231 Hewlett and Holl, op.cit.,1-5. 
232 ソ連は 1954 年、モスクワに小規模ながらも世界初の発電用原子炉を稼働させ、1955 年以降、
中国や東欧諸国、フィンランド、アラブ連合などと協力協定を結んだ。今井隆吉「核の技術と国際
政治」蝋山道雄編『核時代と国際政治	 朝日市民教室「日本と核時代」第 1 巻』朝日新聞社、1970
年、134 頁。  
233 「英国の原子炉計画発表」『朝日新聞』1953 年 2 月 22 日、朝刊 2 面；「「毒」と「薬」の原子力
競争平和利用は英が先端」『朝日新聞』1953 年 8 月 22 日、夕刊 1 面。  
234 有江浩一「自制するアメリカ -トルーマン政権の戦後核政策」『国際安全保障』第 33 巻第 2 号（2005
年 9 月）、88-89、97 頁；S. David Broscious, “Longing for International Control, Banking on American 
Superiority: Harry S. Truman’s Approach to Nuclear Weapons,” in Gaddis, op.cit., 31-33. 
235 新原昭治『「核兵器使用計画」を読み解く—アメリカ新核戦略と日本』新日本出版社、2002 年、
113-114 頁；Andrew P. N. Erdmann, “War No Longer Has Any Logic Whatever: Dwight D. Eisenhower and 
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めた。その象徴が、1953 年 9 月、電力経済研究所内部に新エネルギー委員会が設置され、
核エネルギーの勉強会が始まったことである 239。同年 10 月には、日本政府もこうした科
学者及び産業界の動きを受けて、アメリカに対して機密指定を受けていない出版済みの核
エネルギー資料の提供を依頼した 240。アイゼンハワー政権はこの申請を受けて、11 月 12
日、機密指定が解除された核エネルギー関連資料を譲渡した。それは同年 1 月にアーネソ
ンが画策していた「情報計画」の一端であったことは疑いの余地がないだろう。  
	 こうして 1953 年後半より日本では核エネルギー研究を再開するための予備的議論が起
ち上がった。翌年 1954 年 3 月 2 日、改進党の国会議員中曽根康弘等は原子炉の建造を含む
修正予算案を突如として提出した 241。この修正案は 4 月に承認され、日本ではようやく公
                                                                                                                                                                                    
the Thermonuclear Revolution,” in Gaddis, op.cit., 87-119.  
236 佐々木卓也『アイゼンハワー政権の封じ込め政策—ソ連の脅威、ミサイル・ギャップ論争と東西
交流』有斐閣、2008 年。  
237 Osgood, op.cit., 155. 
238 本章脚注 214 番参照  
239 電力経済研究所は財団法人電力中央研究所の傘下の一組織。現存する電力中央研究所とは、1951
年設立の財団法人電力技術研究所を 1952 年 7 月に改称したもので、電気事業が直面する課題の解
決に中立的立場から取り組む組織と謳われている。「「電力の鬼」と呼ばれた不屈の事業家	 電中研
創設者松永安左衛門人生哲学—電中研は、この人の熱い信念から生まれた	 第 4 部	 「電力の鬼」
と呼ばれて」電力中央研究所ウェブサイト<http://criepi.denken.or.jp/intro/matsunaga/>；日本原子力
産業会議編、前掲『原子力は、いま—日本の平和利用 30 年	 上巻』、7-8 頁。  
240 Telegram from the U.S. Embassy in Tokyo to the Department of States, 894.1901/10-1953, October 19, 
1953, Central Decimal File, 1950-1954, Box no.5665, General Records of Department of State, RG59, 
NARA.  






第 2 節	 第五福龍丸事件の衝撃  
(1) 事件の発生  
	 23 名が乗り込んだ第五福龍丸は母港の静岡県焼津港を 1954 年 1 月 22 日午前 11 時 30 分
に出港した。太平洋の各漁場で操業しながら航行を続け、3 月 1 日にはマーシャル諸島の
ビキニ環礁の沖合に辿り着いた。現地時間の午前 4 時 15 分に投縄を開始し、午前 6 時 42
分に終了した。そのときの地点は北緯 11 度 52 分 1/2 秒、東経 166 度 35 分であった。そこ
から北東に約 10 分間、2.3km ほど航行し、ビキニ環礁の沖合約 152 キロ地点において停泊
した。その数分後、まばゆいまでの光が西の空を覆い尽くした 242。その光景に、ある乗員
は太陽が西から昇ったと船内に向けて叫んだ。直後、大きなキノコ雲が立ち上がり、光か




水爆実験であった。図 3 ではオセアニア地方におけるマーシャル諸島の位置を、図 4 では
マーシャル諸島全体図におけるエニウェトック環礁、ビキニ諸島、そして第五福龍丸の位
置関係を示している。キャッスル作戦における最初の核実験が、ビキニ環礁におけるブラ
ボー・ショット（Bravo Shot）と名付けられた 3 月 1 日の核爆発であった 244。  
                                                      
242 第五福龍丸事件を扱った数多くの著作が、事件の発生を現地時間午前 3 時 40 分頃としている。
しかし実際にアメリカの実験が行われたのは午前 6 時 54 分である。なぜこの誤差が生じてきたの
だろうか。これは第 1 に、当時の外務省が全て日本時間で資料を作成しており、これを引用する研
究者が現地時間と勘違いした可能性、第 2 に後述する本事件をスクープした 3 月 16 日の讀賣新聞
の第一報が、事件発生を現地時間の午前 3 時頃としており、これを参考とした可能性がある。外務
省アジア局第 5 課「ビキニ水爆実験に伴う被災事件の経過概要」1954 年 9 月 14 日、外務省外交記
録、『第五福竜丸その他ビキニ原爆被災事件関係一件』、第 1 巻、C’4.2.1.5 （以下、第五福竜丸関
係）；「邦人漁船員、ビキニ原爆実験に遭遇	 23 名が原子病	 1 名は東大で重症と診断」讀賣新聞、
1954 年 3 月 16 日、朝刊 7 面。  
243 Lapp, op.cit., 39. 
244 Richard G. Hewlett and Jack M. Holl. Atoms for Peace and War, 1953-1961: Eisenhower and the 
Atomic Energy Commission. California Studies in the History of Science (Berkeley: University of 
California Press, 1989), 172-175; Swenson-Wright, op.cit., 140-141; “Operation Castle: 1954 Pacific 
Proving Ground,” May 17, 2006, Website of The Nuclear Weapon Archive < 
http://nuclearweaponarchive.org/Usa/Tests/Castle.html>; Short film by Joint Task Force 7, “Operation 
CASTLE Commander's Report,” 1954, available at the website of Internet Archive < 
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図  3	 オセアニア地方図  
 
（出典：白地図専門店  <http://www.freemap.jp/itemDownload/oceania/oceania/3.gif>）  
 
図  4	 マーシャル諸島全体図  
 





                                                                                                                                                                                    
https://archive.org/details/CastleCommandersReport1954>. 
















	 ようやく 3 月 14 日午前 5 時 30 分、第五福龍丸は焼津に帰港した。症状の重かった者達
は自主的に地元の病院へ診察に訪れた。しかし当日は日曜日であったために、十分な検査
を行えなかった。とりあえず乗員達は簡単な診察を受けた後、重症者 2 名については東京
大学付属病院への紹介状が発行され、自宅に戻された 248。  
	 翌 15 日月曜日、紹介状を携えて 2 名は上京した。東京大学付属病院の医師達は、乗員が
持参した船に降り積もった灰の放射線を測定したところ極めて高い数値を示したことに驚
愕した。症状の最も重かった乗員 1 人が即時入院となった 249。同日午後、焼津市内では第
五福龍丸の乗員が核兵器実験に遭遇したとの噂が広まっていた。その噂に接した一人の市
民が、知り合いの讀賣新聞社静岡支局の記者に連絡した。これがきっかけとなり、第五福
龍丸の帰港から 2 日後の 3 月 16 日火曜日、讀賣新聞は朝刊においてその事実をスクープ報
道したのであった 250。  
(2) 対米不信の高まりと早期収拾の失敗  
	 このスクープ記事によって第五福龍丸の存在を初めて認知した日米両政府は、直ちに事
                                                                                                                                                                                    
『第五福竜丸から「3.11」後へ』岩波ブックレット No.280、岩波書店、2011 年、12-13 頁。  
246 Lapp, op.cit., 48-56；大石又七『ビキニ事件の真実—いのちの岐路で』みすず書房、2003 年、26
頁。   
247 大石、同上、26 頁。  
248 「第五福龍丸被災事件現地出張報告」1954 年 3 月 22 日、『第五福竜丸関係』第 1 巻。  
249 Lapp, op.cit., 66-68. 
250 「邦人漁船員、ビキニ原爆実験に遭遇	 23 名が原子病	 1 名は東大で重症と診断」讀賣新聞、








ある旨を声明として出すように促した 252。   








荷揚げは国内 6 港に限定して検査態勢を強化する方針であること、厚生省からは乗員 2 名
を東大病院に、残り 21 名を焼津市の病院において隔離入院させ、対処療法的治療が施され
ていることが報告された。  
	 このような関係省庁間での検討が重ねられた結果、3 月 27 日までには、第五福龍丸が被
曝時に制限区域外にいたことが明らかとなり、日本政府は補償の請求方針を固めた。なお、
日本政府によるこの検討結果は、3 月 27 日にジョン・アリソン（John M. Allison）大使へ
とメモランダムとして手交された 254。   
	 一方のアイゼンハワー政権においても、アリソン駐日大使から 3 月 16 日の讀賣新聞のス
クープ記事の第一報が届くと、直ちに本事件の解決に向けて検討を開始した。アイゼンハ
ワー政権において国務長官に抜擢されていたダレスは、講和条約策定時の側近であったア
                                                      
251 外務省発在米日本大使館宛「ビキニ環礁における原爆実験による邦人漁夫の被害に関する件」
1954 年 3 月 16 日、『第五福竜丸関係』第 1 巻。  
252 外務省発在米日本大使館宛「ビキニ環礁附近における邦人漁夫の原爆被災の件」1954 年 3 月 17
日、『第五福竜丸関係』第 1 巻。  
253 「原爆被害処理に関する件」1954 年 3 月 17 日、『第五福竜丸関係』第 1 巻。  
254 外務省アジア局第 5 課「ビキニ水爆実験に伴う被災事件の経過概要」1954 年 9 月 14 日、『第五
福竜丸関係』第 1 巻。  
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リソン駐日大使に対して、ひとまず次の指示を出した。それは第 1 に、原爆傷害調査委員




水爆の構成情報が推測されることを怖れてのものであった 257。   
	 3 月 17 日には、アメリカ極東軍司令官ジョン・ハル（John E. Hull）大将が乗員の被災に
遺憾の意を表明すると共に、日本側が望めば在日米軍病院にて治療する用意があることを
表明した。同日、アリソンはダレスからの指示に基づき、日本政府に対して第五福龍丸へ
の立ち入り禁止措置と船体の引き渡しを要求する一方、3 月 19 日にアリソンは日本側の求
めに応じて、アメリカ政府として今回の事件の詳細が判明次第、適切な補償を行う用意が









物（内、マグロは 159 匹）は帰港の翌日 15 日月曜日の早朝に荷揚げされ、讀賣新聞がスク




                                                      
255 本委員会は、戦後直後から行われてきた原子爆弾による人体への被害調査を、後遺症など長期
的な調査をも行うべく拡大させたものであり、1946 年 11 月 26 日にトルーマン大統領の承認によ
って設立。笹本、前掲書、98 及び 104 頁。  
256 From Dulles to Allison, No. 2048, March 16, 1954, FRUS, 1952-1954, Vol. XIV, China and Japan,  
part 2, 1622. 
257 実際に日本人科学者達は事件発覚後、第五福龍丸船体に付着した灰からウラン 237 の検出に成
功しており、この結果より実験に用いられた水素爆弾はリチウムを用いたものであろうとの正しい
推測を行うことができていた。山崎、前掲書、162 頁。  
258 外務省アジア局第 5 課「ビキニ被災事件処理経緯」1955 年 3 月、『第五福竜丸関係』第 2 巻。  
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大半は回収されたものの、大阪の市場に運び込まれた 17 匹の鮪の内 2 匹が既に消費されて
いた 259。  
	 さらにビキニ環礁付近には第五福龍丸だけではなく、複数の船舶が操業中だった。これ
らの船舶が持ち帰った漁獲物の多くが同様に汚染されていた。これにより数多くの国内市








常生活に直接及ぶものであった。これにより広島・長崎の被爆から 9 年後の 1954 年に、日
本国内では思想や信条の違いを超えて初めて核兵器に対する嫌悪感が共有されるに至った。
ここに、反核感情に基づいた日本の核廃絶運動の草分け的存在といえる、水爆禁止署名運
動杉並協議会が 1954 年 5 月 9 日に設立され、以後同様の運動が全国的に広がっていった。 
	 このように激昂した日本国内の反核感情ゆえに、当時の吉田政権はアイゼンハワー政権
と安易な事件妥結を行うことが不可能になっていった。事件の解決を困難にさせた第 2 の








                                                      
259 大石、前掲書、36 頁。  
260 Lapp, op.cit., 107-108. 
261 「第五福竜丸事件に関する関係各省会議の件」1954 年 3 月 18 日、『第五福竜丸関係』第 1 巻。 




わたり核兵器実験の「ギニア・ピッグ（guinea pig）」として扱っていると捉えたのである。   
	 更に日本側の不審を高めたのが原子力委員会（AEC）委員長ストローズの発言であった。
彼は 3 月 31 日、第五福龍丸は制限区域内にいたと推測されること、降り注いだ灰は珊瑚礁
が粉末状になったものであり、乗員達の症状はその化学反応によって引き起こされたとの
見解を発表した 264。原子力委員長という要職に就いていたストローズは、外務省が手交し




	 ただし、彼はこの見解を公表した 31 日の記者会見前の 29 日、ダレス国務長官との電話
会談において、実験場付近において放射線は魚類に影響を及ぼさず、爆風によってのみ魚
類は死ぬと発言している 265。また、アイゼンハワー政権下の作戦調整委員会（Operation 





りに無理があったようで作戦調整委員会（OCB）による 4 月 28 日付けの検討文書からは
姿を消すことになった 268。結局、アメリカが正式に第五福龍丸が制限区域外にいたことを
                                                      
263 Takemae, Ricketts, and Swann, Inside GHQ : The Allied occupation of Japan and Its Legacy: 430. 
264 Lapp, op.cit., 120-121; 坂元、前掲論文、245 頁 ; Swenson-Wright, op.cit., 147；外務省アジア局第
5 課「ビキニ被災事件処理経緯」1955 年 3 月、『第五福竜丸関係』第 2 巻。  
265 Memorandum of Telephone Conversation Between the Secretary of State and the Chairman of the 
United States Atomic Energy Commission (Strauss), FRUS, 1952-54. Vol.II, part 2, National Security 
Affairs, 1379. 
266 1953 年 9 月 2 日に心理戦略委員会（PSB）の後継組織として設立された。メンバーには大きな
変更がなく、国務次官、国防副長官、中央情報局（Central Intelligence Agency）局長などが出席し
ていた。Osgood, op.cit., 85-86. 
267 Outline Checklist of U.S. Government Actions to Offset Unfavorable Japanese Attitudes to the 
H-Bomb and Related Developments, April 22, 1954, Operating Coordinate Board (OCB) Central File 
Series (hereinafter OCB Central File), Box no. 46, White House Office, National Security Council Staff 
Papers, 1947-1961, Presidential Library of Dwight D. Eisenhower, Abilene, Kansas (hereinafter, 
Eisenhower Library).    
268 Memorandum for the Record, “Joint Meeting of the Working Group on Nuclear Energy and Related 
Matters and Working Group on NSC 126/2 and NSC 125/6 (Japan), April 27, 1954, 2:00 p.m., Room 234 
1/2 Executive Office Building,” April 28, 1954, Ibid. 
 80 
認めたのはストローズの発言から 1 ヶ月以上先のことであった 269。このようなアイゼンハ
ワー政権の対応が、日本国内では不審感を持って受け取られたのである。   







した日本側の対応にダレスは苛立ち、4 月 8 日のアリソン宛の電信において「日本人の態
度は、心理的要因の他に、何かを隠しているのではないかとの憶測に、ある種の根拠を与
えることになっている 270」と日本政府の対応を批判するに至った。   
	 これに対してアリソンは 4 月 12 日、「もし第五福龍丸の乗員の症状の正確な知識が、我
が国の医療上の利益において極めて重要ならば、強制や制裁といった形態へと移行するべ
き 271」と提言した。しかしアリソン自身は、第五福龍丸乗員の症状などの情報や船体の管
理はそこまで重要ではないと考えていた 272。   









                                                      
269 坂元、前掲論文、245 頁。  
270 Telegram from Dulles to Allison, No. 2239, April 8, 1954, FRUS, 1952-1954, Vol. XIV, China and 
Japan, Part 2, 1632–1633. 
271 Telegram from Allison to Dulles, No. 2488, April 12, 1954, Ibid., 1633. 
272 The Ambassador in Japan (Allison) to the Department of State, April 15, 1954, Ibid., 1636. 







した。すなわち、3 月から 4 月にかけて発生した日本国内のパニック状況を日米交渉にお
ける取引材料として用いることで、極東における集団安全保障システム構想及び日米安全




本格的な交渉は、5 月 29 日にアメリカ政府が 15 万ドルという金額を公式に日本政府へ提
示したことによって開始された。この時アイゼンハワー政権は、補償額として最大 30 万ド
ルまでの譲歩を想定していた 277。しかし吉田政権はその提案を一蹴し、直接・間接を含め
た被害総額は 7 百万ドルを超えると主張したのであった 278。6 月 29 日、アイゼンハワー政
権は提示額を 100 万ドルまで引き上げ、アリソン大使は岡崎勝男外相に 80 万ドルで国内の
取り纏めを促した。吉田首相はこの提案の受け入れを示唆したものの、国内における取り
纏めに失敗したのである。  








	 乗員の一人、久保山愛吉の容態が悪化し 9 月 23 日に死亡したことで、補償交渉は再び暗
                                                      
275 Ibid. 
276 坂元、前掲論文、252−261 頁。  
277 Memorandum by the Acting Secretary of State to the President, “Tokyo’s Telegram No. 2853 and 
Japanese Situation,” May 29, 1954, Ibid., 1648–1649. 
278 Memorandum by the Acting Assistant for Eastern Affairs to the Secretary of State, “Compensation for 
Japanese Injured in Bikini Incident,” June 3, 1954,Ibid., 1651-1652。   
279 Telegram From Allison to Dulles, No. 318, August 11, 1954, Ibid., 1698–1701; Swenson-Wright, 
op.cit., 151.  
280 坂元、前掲論文、267 頁。  
 82 
礁に乗り上げた。12 月 7 日、吉田内閣が総辞職したことにより鳩山一郎内閣が誕生した。
鳩山は吉田に対して強い敵愾心を持っていたことから、吉田政権がアイゼンハワー政権よ
り引き出した 150 万ドル以下で交渉を妥結することは出来なかった。12 月 27 日に、アリ
ソンと会見した重光葵外務大臣は補償額 200 万ドルを提示した。結局、アイゼンハワー政








見直しが始まったのである 281。  
	 その結果策定されたのが、1955 年 4 月の NSC5516/1 であった。本文書はこれまでにも多
くの研究が指摘するように、日本に対する再軍備の圧力を減じる一方、むしろ政治的・経
済的な安定度を高めることで自立性を高めつつアメリカとの相互性を意識させることで、











                                                      
281 同上、261-262 頁。  
282 石井、前掲書、218−219 頁；坂元、前掲論文、261−262 頁；中島伸吾『戦後日本の防衛政策「吉
田路線」をめぐる政治・外交・軍事』慶応義塾大学出版会、2006 年、126-127 頁；Note by the Executive 
Secretary to the National Security Council References, “U.S.Policy Toward Japan,” NSC5516/1, April 9, 
1955. FRUS, Vol. XXIII Part 1. Japan, 52-62. 
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第 3 節	 日米原子力研究協定の締結  
(1) 事件後の対日核政策  
	 第五福龍丸事件が 1955 年 1 月 4 日の交換公文によって解決をみた１週間後の 1 月 11 日、
在日アメリカ大使館は一通の口上書を外務省へと提出した。それは、アメリカの複数の友
好国に次の 8 項目に渡る協力を申し出たものであった。それらは  (1)1955 年 3 月にアルゴ
ンヌ国立研究所（Argonne National Laboratory）に原子炉運転のための訓練学校を設立、 (2) 
実験炉の建設において必要量の濃縮核物質の取得を含む技術援助、(3)オークリッジ核研究
機関（Oak Ridge Institute of Nuclear Studies283）におけるアイソトープ関連技術の取得のた
めのコース開設、 (4) 生物学、薬学、農学分野における核エネルギーの利用についての訓
練コースの開設、 (5) 産業医学及び衛生学における訓練コースの開設、 (6)複数の医師、外
科医、その他の専門家のアルゴンヌ及びオークリッジの癌病院やその他の研究機関におけ
る 2 ヶ月間の招聘、 (7)原子力委員会（AEC）が所蔵する非機密資料の譲渡、 (8) 上記 7 項
目へ参加できる人材が不足している国の学生を対象とした核科学（nuclear sciences）やエ
ンジニアリングなどの初歩的訓練、であった。  
	 この口上書は、これら 8 項目の中から (1)と (3)について日本政府が参加するか否かの意向
を問い合わせるものであった 284。後日、日米間は口上書の (2)について 1955 年 6 月 2 日よ
り交渉を開始し、同月 22 日に仮調印に至った。それではいかなる経緯でアイゼンハワー政
権は、第五福龍丸事件の余波がまだ収まらない 1 月 11 日にこのような口上書を提出したの
だろうか。  






                                                      
283 この機関はアメリカ南西部所在の 34 大学のコンソーシアムであり、有名なオークリッジ国立研
究所（Oak Ridge National Laboratory）とは別組織である。このコンソーシアムはオークリッジ国立
研究所の設備を加盟大学に提供する機能を果たしていた。Dewey E. Large, “Activities of the Oak 
Ridge Institute of Nuclear Studies,” The High School Journal 39, No. 5 (February, 1956), 261. 
284 在日アメリカ大使館から外務省宛口上書、1954 年 1 月 11 日、外務省公開史料『日米間原子力
の非軍事的利用に関する協力協定関係』第 1 巻、B’5.1.0 J/U 9（以下、協力協定関係）。  




	 1954 年 3 月 1 日に発生した第五福龍丸事件はこうした慎重なアイゼンハワー政権の対日






く実施されることが重要だと勧告したのである 286。  




のための原子力」構想を実現する必要性が増大したことを確認した 288。  




の可能性について国内の議論を推奨させることを明記していた 289。  
	 こうした対日核政策の検討の一方で、アイゼンハワー政権の冷戦戦略としての核の平和




                                                      
286 G.B. Erskine (Assistant to the Secretary of Defense), “Japan and Atomic Tests,” March 22, 1954, OCB 
Central File Series, Box no. 46. Eisenhower Library. 
287 “Japan and Atomic Tests,” March 24, 1954, Ibid. 
288 Memorandum to the Operations Coordinating Board, “US Position with Respect to Injury and Damages 
Resulting from Pacific Nuclear Test,” March 30, 1954, Ibid. 
289 Memorandum for the Record, “Joint Meeting of the Working Group on Nuclear Energy and Related 
Matters and Working Group on NSC 126/2 and NSC 125/6 (Japan), April 27, 1954, 2:00 p.m., Room 234 
1/2 Executive Office Building,” April 28, 1954. OCB Central File Series, Box no. 46. 




の開催、そして小型の実験炉の建設への援助など、1955 年 1 月 11 日の口上書に含まれて







した NSC5431/1 が策定されてから 2 週間ほどたった同月 8 月 30 日、アメリカの 1946 年原












員トーマス・マリー（Thomas E. Murray）の発言であった。1954 年 9 月 21 日、マリーは全
米鉄鋼労働組合（ the United Steelworkers of America, C.I.O.）の第 7 回隔年大会において、
                                                                                                                                                                                    
White House Office, Office of the Special Assistant National Security Affairs, 1952-1961, NSC Series, 
Policy Paper Subseries, Box no. 12, EL. 
291 Ibid. 
292 Ibid. 
293 1954 年原子力法は第 123 条において、二国間の協力を行う場合は、供与される核物質が平和目
的のみに使用されること、第三国に移転されないことなどの各種の制約を受給国が遵守することを
定めた二国間の協定が締結され、大統領がこの協定を承認し、かつ、議会の合同原子力委員会にお







消すための長き道のりへと続くであろうとした 294。  
	 この発言に触発されたのがシドニー・イェイツ（Sidney R. Yates）下院議員であり、彼




ある。それゆえ国務省はイェイツに対して政治的には賢明な案とはいえないと返答した 296。  
	 このような発電炉の提供という提案に加えて、国防総省は別の提案を国務省に対して持
ちかけていた。それが、日本への核兵器の非核部分と核兵器そのものの配備である。1955
年 3 月 11 日付けの国務省から国防総省宛の書簡によれば、第五福龍丸事件発生から 2 ヶ月
後の 1954 年 5 月、国防総省は国務省に対して在日米軍基地への核兵器の配備に必要な外交
手段を採ること、さらに、もし可能であれば在日米軍基地からの核攻撃に対する日本政府
の事前許可を取得するべく、交渉を開始することの実現可能性について調査を要請したの





                                                      
294 “Nuclear Reactor Urged For Japan-T.E. Murray of A.E.C. Tells Steel Union Step is Vital in Atom 
Raqce with Russia,” New York Times, September 22,1954. 
295 「裏の多い日米原子力交渉」『エコノミスト』第 33 巻第 25 号（1995 年 4 月）、28 頁；Congressional 
Record, No.14 (1955), 691, collected in General Records Relating to Atomic Energy Matters, 1948-1952, 
Box no. 503. 
296 From Assistant to the Secretary to Yates, April 1, 1955, General Records Relating to Atomic Energy 
Matters, 1948-1962, Box no. 503, Office of the Secretary, Special Assistant to Secretary of State for 
Atomic Energy and Outer Space, RG59, NARA.  
297 Memorandum for the Secretary by Gerald C. Smith, Special Assistant for Atomic Energy, “Reply to 
Secretary of Defense’s Letter of January 28, 1955, Concerning the Deployment of Nuclear Weapons to 
Japan”, March 11, 1955. Special Assistant for Atomic Energy, Country and Subject File 1950-1962, Box 2, 
II-2-A, RG 59, NARA. Available at the website of Digital National Security Archive                  





が認められたと本文書は記録している 298。  
	 1955 年 1 月 28 日、国防総省と統合参謀本部（JCS）は、国務省及びアリソン大使に対し











経過した際には再度国防総省の要請を再検討すると返答したのであった 301。  
 こうした議論の結果、最終的に 1955 年 3 月に核兵器の配備を延期し、研究炉のみに絞る


























	 1955 年に入ると、讀賣新聞の報道は更に過熱した。讀賣新聞社は 1 月 1 日にアメリカの
ゼネラル・ダイナミックス（General Dynamics）社長ジョン・ホプキンス（John J. Hopkins）
を「原子力平和使節団」として迎え入れることを発表した 304。ホプキンスは前年 1954 年
12 月に、核エネルギーのマーシャル・プランという他国への援助計画を打ち出した人物で
あった 305。  








                                                      
302 佐野眞一『巨怪伝』文藝春秋、2000 年、237-239 頁；有馬、前掲『原発・正力・CIA』、54−90
頁；山崎、前掲書、208−220 頁。  
303 「人類の平和と文明のために	 だれにもわかる原子力展 /読売新聞社（社告）」『讀賣新聞社』1954
年 8 月 9 日、朝刊 7 面。  
304 「米の原子力平和使節ホプキンス氏招待	 原子力工業化を促進／読売新聞社（社告）」『讀賣新
聞』1955 年 1 月 1 日、朝刊 1 面；山崎、前掲書、208 頁。  
305 山崎、前掲書、182−183 頁。  
306 「原子力平和利用大博覧会	 今秋 11 月日比谷公園で開催／読売新聞社（社告）」『讀賣新聞』1955
年 5 月 7 日、朝刊 1 面。  
307 山崎、前掲書、219−220 頁。  
 89 
ら讀賣新聞紙上などでアピールしたと述懐している 308。  
	 一方、政府としても核の「平和利用」に向けた準備が開始されていた。その象徴が、1954








1 号は、純国産の天然ウラン重水型の研究炉とすることを決定したのである 310。  





「平和のための原子力」構想の発表から 1 年後の 1954 年 12 月 8 日、ダレス国務長官は改
めて 100kg の低濃縮ウランを供与することを発表した 311。  
	 この一連のアメリカの発表を受けて、日本国内ではアメリカと実験炉の協力をするべき
か否かを巡って水面下において議論が開始された。そうした最中、12 月 25 日、欧米各国
の核エネルギー利用の実態を調査するために原子力海外調査団が派遣された 312。派遣団が
渡米して間もなく、外務省は上述の 1955 年 1 月 11 日付け口上書を受領した。  
	 重複するが、この時点では、研究炉に関する「援助」の受け入れ是非を尋ねるものでは
なかった。しかし 2 週間後の 1 月 25 日、アイゼンハワー政権は井口貞夫在米日本大使経由
                                                      
308 柴田秀利『戦後マスコミ回遊記』電子版第 5 部、ボイジャー社、1995 年。  
309 本委員会は、緒方竹虎副総理を会長とし、副会長に愛知揆一通商産業大臣兼経済企画庁長官、
その他には小笠原三九郎大蔵大臣、大達茂雄文部大臣、石川一郎経団連会長、茅誠司学術会議会長、
藤岡由夫学術会議第 4 部長が委員を務めていた。日本原子力産業会議編、前掲書、25-26 頁。  
310 吉岡、前掲『新版	 原子力の社会史』、102 頁。  
311 外務省国際協力局第 3 課「（調書）米国の原子力平和利用計画のための核分裂性物質の配分と各
国の協力協定交渉の現状」1955 年 6 月 21 日、『協力協定関係』第 1 巻。  
312 この調査団は藤岡由夫東京教育大学教授を団長とする総勢 15 名であり、研究者及び民間企業、















1954 年 1 月に亀山に代わり会長となった茅は「学会の現状より見て本件の早急な実現はま
だ気の熟さざるものがあると考えられる 316」との意見を提示した。また科学技術行政協議
会は「日本学術会議の意向を関係行政に十分反映せしめることを肝要と考えるので、いず







                                                      
313	 外務省国際協力局第 3 課「原子力問題資料」1955 年 5 月 6 日、『協力協定関係』第 2 巻。  
314 外務省国際協力局第 3 課「米国の核分裂性物質配分に関する対日申し入れ及び各国との双務協
定」1955 年 5 月 6 日、『協力協定関係』第 2 巻。  
315 1948 年に科学技術行政協議会法で設置。日本学術会議と緊密に協力し、科学技術を行政に反映
させるための諸方策及び各行政機関相互の間の科学技術に関する行政の連絡調整に必要な措置を
審議することをその目的していた（第 1 条）。1956 年 1 月設立の科学技術庁に統合された。  
316	 国際協力局第 3 課「米国の核分裂性物質配分に関する対日申し入れ及び各国との双務協定」
1955 年 5 月 6 日；情報文化局第４課「核分裂性物質の配合に関する件」1955 年 3 月 10 日、『協力
協定関係』第 1 巻。  
317 同上。  
318 同上。  
319 同上  
 91 
ーの平和利用に際する国内体制、関係学会との協力体制といった種々の関連政策との調整
のため、1955 年 5 月に提出される予定であった原子力海外調査団による報告書、そしてそ
れに基づいた原子力利用準備調査会の判断を待って外務省の態度を正式決定することとし
た 320。つまり 3 月の時点において既に関係者間ではおおよその調整が済んでおり、条件や
時期でバラツキは見られたものの大枠は協定交渉の開始に賛成という共通枠組みが成立し
ていた。その方針は井口大使を通じてアメリカ側にも伝えられていた 321。  
	 ただ、国内向けには 1 月 11 日の口上書の存在は極秘にされ、4 月中旬に朝日新聞がスク
ープ報道するまで伏せられていた 322。スクープ後、国内では大論争が巻き起こった 323。そ
こでアイゼンハワー政権は 4 月 18 日、アメリカ大使館を通して 1 月 11 日の口上書を正式
な申し出として、研究協定の締結を打診したのである 324。  
	 上述のとおり関係省庁間では 3 月時点でほぼ国内的に合意が可能との判断が形成されて
おり、問題はその条件面のみであった。日本が 4 月の時点で交渉開始に踏み切れなかった
のは、いくつかの懸念すべき点が存在したためである。  




完全に蚊帳の外に置かれ、1955 年 4 月の時点においても何ら交渉の進捗情報を与えられて
いなかった。4 月 14 日、日本国内でアイゼンハワー政権が国際原子力機関憲章の草案をイ
ギリス、カナダ、フランス、ベルギー、オーストラリア、ポルトガル、南アフリカの七ヶ
国に送付したことが報じられた 326。しかし 4 月 19 日に井口大使が外務省に伝えたように、
国務省担当者は日本に対して憲章案はまだ非常にインフォーマルで見せる段階にはないと
                                                      
320 同上。  
321 本省発在米大宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」1955 年 3 月 28 日起草、『協力協
定関係』第 1 巻。  
322 「原子炉用濃縮ウラニウム	 米から配分申入れ」『朝日新聞』1955 年 4 月 14 日、朝刊 1 面。  
323 「 (1)まず基礎部門を築け	 是か非か「日米原子力協定」＝本社座談会」『朝日新聞』1955 年 4
月 16 日、朝刊 1 面；「 (2)三原則の前途を憂慮	 是か非か「日米原子力協定」＝本社座談会」『朝日
新聞』1955 年 4 月 17 日、1 面；「「制約」の内容に不安」『朝日新聞』4 月 18 日、1 面；「研究上の
“秘密”が心配」『朝日新聞』1955 年 4 月 19 日、1 面。  
324 外務省発在米日本大使館宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」1955 年 4 月 26 日、『協
力協定関係』第 1 巻。  
325 外務省国際協力第 1 課「米国原子力法の解釈に関する若干の疑義について」1955 年 4 月 16 日、
『協力協定関係』第 1 巻。  




???。さらに 4 月 21 日に井口大使が国務省に設立交渉の進捗状況を再び問い合わせたところ、
国際原子力機関（ IAEA）が活動を開始するには長期間を要するとの見通しが示され、アイ
ゼンハワー政権としては国際機関とは独立に 2 国間協定を結び核の「平和利用」問題を処
理したいとの考えが示されたのであった 328。  





る指導的地位をアピールするためにも、本会議の開催に間に合わせるべく 6 月 1 日までの
署名を日本に求めてきた。  






	 以上から 4 月 21 日の原子力利用準備調査会第 7 回総合部会では、法律問題は別として本
件物質の入手は技術的観点のみより判断すれば、わが国のためにアメリカとの原子力協力
は有利かつ必要としつつも、なお検討を要するとの判断のみにとどまった ???。そこで 4 月
28 日に、駒形作次工業技術院長は河崎一郎外務省国際協力局長との懇談において、関係学
                                                      
327 在米日本大使館発外務省宛「国際原子力機関に関する件」1955 年 4 月 19 日、『協力協定関係』
第 1 巻。  
328 国際原子力機関（ IAEA）を巡っては 1954 年 12 月から 8 カ国（アメリカ、イギリス、カナダ、
フランス、オーストラリア、ベルギー、南アフリカ、ポルトガル）で交渉が開始されており、1955
年 3 月 29 日には米国憲章案を提示していた。それを基に 4 月から 5 月にかけて交渉がなされ、1955
年 7 月 29 日に修正したドラフトをソ連へ提示した。再修正の上、8 月 22 日に国連の全加盟国に秘
密裏に提示した。Bernhard G. Bechoefer, “Negotiating the Statute of the International Atomic Energy 
Agency,” International Organization 13, no.1 (Winter, 1959): 39; Lawrence Scheinman, The International 
Atomic Energy Agency and World Nuclear Order (Washington D.C.; Resources for the Future, 1987), 
68-69; David Fischer and International Atomic Energy Agency, History of the International Atomic Energy 
Agency: The First Forty Years (Vienna: International Atomic Energy Agency, 1997), 20.  
329 本省発在米大宛「米国提供の核分裂性物質の配分に関する件」1955 年 4 月 26 日、『協力協定関






	 4 月 30 日に開催された原子力利用準備調査会第 8 回総合部会では、1954 年 12 月に出発
した海外調査団の団長を務めた藤岡由夫教授より、翌月に完成予定であった調査団の報告
概要が説明され、数千 kw ないし 1 万 kw の天然ウラニウム重水型を第 1 号炉として製造す




月 3 日にアメリカ・トルコ間で研究協定が締結され、その本文が 5 月 6 日に入手できたた
めである。入手した研究協定には、機密情報が提供されないことが明記されていた。  
以上を踏まえて、5 月 16 日の原子力利用準備調査会第 9 回総合部会では、東京教育大学
の朝永振一郎教授による、日米交渉を開始する前に国内の受け入れ体制を先決するべきと
の主張を例外に、大勢は駒形工業技術院長の主張のように、国内体制の整備と二国間交渉
を同時並行的に進めるべきというものであった 332。ついに 5 月 19 日、第 3 回原子力利用
準備調査会において交渉開始が妥当との判断が下され、翌日 20 日に閣議決定された。これ
により、日米交渉が開始されることとなった。  
(4) 日米交渉の開始と妥結  
	 交渉開始の閣議決定を受け、経済審議庁が関係省庁の意向を取り纏めた。結果、5 月 24
日に経済審議庁は関係省庁合同打合せにおいて米トルコ協定の問題点を次の 3 点とした。
(1)発電炉の分野においても両国は将来協力を希望するとの第 9 条を削除する、(2)協定期間
を 10 年から 5 年に短縮する、 (3)大綱的な研究協定と、貸与される濃縮ウランの値段など
詳細を規定した細目協定を同時に締結するというものであった。特に前 2 つは日本側の自
由を確保しておこうという試みであることは明らかであった。これに対して外務省は、第
                                                      
330 国際協力局第 3 課「原子力問題に関し駒形工業技術院長と懇談の件」1955 年 4 月 28 日、『協力
協定関係』第 1 巻。  
331 在米大発本省宛「濃縮ウラニウムに関する配分の件」1955 年 4 月 29 日、『協力協定関係』第 1
巻。  
332 国際協力局第 3 課「米国提供の核分裂性物質受入問題別紙１」1955 年 5 月 23 日、『協力協定関




交渉するならば、6 月 1 日までの署名は不可能であると外務省が主張したところ、経済審
議庁側は、6 月 1 日は単なるアメリカ側の目標であってそれに固執する必要はないとの見
解を示した 333。  





	 結局、外務省としては 5 月 28 日、第 9 条の問題は協定本文から外して合意議事録に含め
ることを決定した。これは科学者や野党そして関係省庁の一部に発電炉に関する情報には
機密事項が含まれるとの推測を理由に、日本における核エネルギー研究の自主性を毀損す
るとの意見を考慮した、妥協的産物であった ????  




。アメリカ案では協定タイトルが「Civil Use for Atomic Energy」であったものを、日









	 以上の交渉を経て、日米原子力研究協定は 6 月 17 日の閣議決定の上で 6 月 21 日に仮署
                                                      
333 国際協力局第 3 課「濃縮ウラン受入に関する件」1955 年 5 月 25 日、『協力協定関係』第 2 巻。 
334 本省発井口大使宛「濃縮ウラニウムの受入に関する件」1955 年 6 月 7 日、『協力協定関係』第 2
巻；本省発在米大宛「濃縮ウラン受入に関する件（訓令の二）」1955 年 5 月 28 日、『協力協定関係』
第 2 巻。  
335 「ウラの多い日米原子力交渉」『エコノミスト』第 33 巻 25 号（1955 年）、27 頁。  
 95 
名された。なお、アイゼンハワー政権は日本との仮署名を終えた段階では、すでに、5 月 3
日のトルコを皮切りに、ブラジル（5 月 31 日）、コロンビア（5 月 31 日）、レバノン（6 月
2 日）、イスラエル（6 月 3 日）など 19 カ国と仮署名を済ませていた。細かな修正の後、日
米原子力研究協定は 11 月 14 日に正式に署名され、核の「平和利用」を巡る日米協力体制
が構築されたのである。  
  

















































府との間の協定（Agreement for Co-operation concerning Civil Use of Atomic Energy Between 
the Government of the United States of America and the Government of Japan）」であり、「協力
（Co-operation）」の語句が入っている。わずか 20％の低濃縮ウランをウラン 235 換算で 6kg、
ウラン全体で 30kg を日本がアメリカより借り受けることの何が「協力」だったのだろうか。 











く「協力」として積極的に評価したのである 336。  
	 本協定交渉において日本の鳩山政権は第五福龍丸に続く二度目の「ヒバク外交」を展開

















                                                      
336 外務省国際協力局第 3 課「米国の核分裂性物質配分に関する対日申し入れ及び各国との双務協
定」1955 年 5 月 6 日、『協力協定関係』第 2 巻。  
337 衆議院予算委員会における高碕達之助答弁、1955 年 5 月 17 日、国会議事録検索システム・ウ
ェブサイト<http://kokkai.ndl.go.jp/>。  




















	 第 1 章では、1945 年から 1947 年初頭のトルーマン政権による初期占領政策での対日核
政策を考察した。一言で表すならば、トルーマン政権の対応は日本の潜在的核能力の除去
を通じて「日本による戦時中の核研究」という記憶の黙殺を目指すものであった。それは
1945 年 9 月 22 日の総司令部指令第 3 号、10 月 31 日の WX79907、12 月 15 日の WX88780
という 3 つの指令に基づいた、核エネルギー研究を含む核物理学全般を禁止し、核物質の
押収を行ったことに表れていた。  






































































































は、1964 年 10 月の中国による核兵器実験を契機として、佐藤自身も日本の核武装の可能
性について言及するなど議論が活発になっていた 341。1970 年代に入るとアメリカの懸念は、
日本に使用済み核燃料の再処理を認めるかどうかの問題を巡って、再び高まることとなっ
                                                      
339 坂元、前掲書、 i-ii。  
340 黒崎輝『核兵器と日米関係—アメリカの核不拡散外交と日本の選択 1960-1976』有志社、2006 年、
42-49 頁。  
























                                                      
342 「外交文書公開	 核技術・朝鮮戦争・沖縄返還など」『讀賣新聞』2013 年 10 月 31 日、朝刊 1
面；武田悠「日米関係の変容と原子力開発問題—東海村核燃料再処理施設稼働をめぐる日米交渉を
中心に」『国際政治』第 162 巻（2010 年 12 月）、130-142 頁。  
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補章	 戦時中の日本における核エネルギーへの模索  
	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	  
はじめに  
	 核エネルギーの可能性は、1938 年 12 月下旬にナチス政権下のドイツにおいて、オット
ー・ハーン（Otto Hahn）とフリッツ・ストラウスマン（Fritz Strassmann）の研究チームが







で一般に報道されていた。例えば、1941 年 5 月 24 日の朝日新聞は原子核分裂によっても
たらされる莫大なエネルギーが実現すれば燃料問題は忽ち消え去ると紹介し 345、同じく朝







                                                      
343 エミリオ・セグレ『X 線からクォークまで—20 世紀の物理学者たち』久保亮五・矢崎祐二訳、
みすず書房、1982 年、272 頁；Richard Rhodes, The Making of The Atomic Bomb (New York: 
Simon&Schuster, 1986), 251-252。  
344 Rhodes, Ibid., 259. 
345「学会余滴／エネルギーの源」『朝日新聞』1941 年 5 月 24 日、5 面。  
346「研究手帳／ウランの原子核分裂」『朝日新聞』1941 年 6 月 4 日、3 面。  
347 代表的な公刊回想としては、安田武雄「日本における原子爆弾製造に関する研究の回顧」『原子
力工業』第 1 巻第 4 号（1955 年 7 月）、44-47 頁；読売新聞社編『昭和史の天皇	 第 4 巻』読売新
聞社、1968 年；福井静夫・他著編『機密兵器の全貌—わが軍事科学技術の真相と反省 II』興洋社、
1952 年がある。また、1980 年代までいかに実態解明が進んできたのかについては、John W. Dower, 
Japan in War and Peace: Selected Essays (New York: New Press, 1993), Chap.3 が詳しい。  
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348 近年の代表的研究は、山崎、前掲書である。  
349 ニ号研究の名称の由来は理化学研究所の主任研究員の仁科芳雄の頭文字に由来する。Ｆ研究の
由来は、フッ化ウラン（Uranium Fluoride）あるいは原子核分裂（Fission）の F とされる。読売新
聞社編『昭和史の天皇	 第 4 巻』読売新聞社、1968 年、85、204、221 頁。  
350 山崎、前掲書、第 3 章及び第 6 章；保阪正康『日本の原爆—その開発と挫折の道程』新潮社、2012
年、第 5 章。  
 106 
に海軍技研化学研究部に所属していた北川徹三氏の『勤務録 351』という新史料である。加
えてアメリカ公文書館（National Archives and Records Administration）所蔵の連合軍総司令
（GHQ/SCAP）史料 352、物理懇談会の進捗を記録した『統進資料 353』といった、これまで
殆ど使用されてこなかった史料など可能な限りの一次史料を用いる。  
	 これらの史料を使用して本章は、第１節において海軍技研の物理懇談会を、第 2 節にお
いて京都帝大の荒勝文策による研究プロジェクトを考察する。その上で、本研究は海軍に
は３つめのプロジェクトが存在していた可能性を主張し、それらのプロジェクトがいかに
F 研究へと至り終焉したのかを第 3 節において考察する。  
	  
第 1 節	 海軍第１のプロジェクト：物理懇談会  
(1) 物理懇談会の結成  
	 海軍内部において核エネルギーへの感心が高まった直接の契機は、ドイツの軍事雑誌『ニ
トロセルロース（Nitrocellulose）』1940 年 11 月号に掲載された、火薬の権威シュテットバ
ッハー（Alfred Stettbacher）著による記事「アメリカの超爆薬」が、1941 年 1 月に海軍内





海軍技研電気研究部であった。部員の伊藤庸二造兵中佐（1942 年 11 月に技術大佐 356へ昇
進）によれば、1941 年 11 月頃、原子爆弾（以下、原爆）誕生の可能性について部内で議
                                                      
351 本資料は表紙に軍極秘と記入された A4 サイズのノートに、北川徹三自身が記入した日記を主
たる内容とする。具体的には、1 頁から 7 頁までは出生から 1951 年 5 月までの経歴が記されてお
り、8 頁以降は 1944 年 1 月 1 日より 1953 年 9 月 12 日までの 1 日の業務や所感などが簡潔に記さ
れている。北川徹三氏のご子息である北川不二夫氏のご厚意によって閲覧可能となった。改めて感
謝申し上げたい。  
352 Nuclear Physics Corre.File 1947-1951, Box no.1-3, NARA. 
353 本資料は現在、東京工業大学大学院社会理工学研究科図書室に収蔵されている。同大学の山崎
正勝名誉教授のご厚意によって閲覧可能となった。改めて感謝申し上げたい。  
354 北川徹三「原子爆弾の思い出」『セイフティダイジェスト』第 25 巻（1979 年 8 月）、3 頁。  
355 第 2 海軍火薬廠「超爆裂性原子“U235”ニ就テ」『二火廠雑報』第 33 号（1941 年 7 月 24 日）、
⑥研究資料 234、防研。  
356 海軍では兵科及び機関科のみが将校であり、その他の造兵、造船、水路、造機科は将校相当官
として区分されていた。後者の 4 科は 1942 年 11 月に技術科に統合された。外山三郎『日本小史百
























                                                      
357 伊藤庸二「電子技術兵器の実態」福井静夫他編著『機密兵器の全貌—わが軍事科学技術の真相と
反省 II』興洋社、1952 年、161 頁。  
358 「原子核物理応用ノ研（Ｂ研究ト称ス）」1942 年 3 月、『統進資料』A12、東京工業大学大学院
社会理工学研究科図書室（以下、統進資料）。  
359 同上。  
360 伊藤、前掲回想、165 頁。  
361 東芝の前身である東京芝浦電気株式会社は、1939 年 7 月に東京電気と芝浦製作所が合併して誕
生した。その際、両社の製造工場を整理統合することなく、芝浦支社とマツダ支社という２つの支
社それぞれの管理下に置いた。マツダという名称は、東京電気が製品に使用していたブランド名で
ある。下谷政弘「東芝コンツェルンの成立と軍需」『立命館経済学』第 39 巻第 5 号（1990 年 12 月）、
584−585 頁。  


























                                                      
363 関係者の回想には原爆研究という用語が使用されているが（例として、安田、前掲公刊回想、
44 頁）、既述のようにその実態は遠く及ばないものであったことには留意する必要がある。  
364 『安田武雄中将聴取録』1962 年 11 月 11 日、陸空—日誌回想—754、防研。  
365 同上；読売新聞社編、前掲書、78 頁。  
366 鈴木による報告書も海軍の二火廠雑報と同様に、陸軍内部のみならず海軍技術関係機関を含む
国内に広く配布された。同上、79 頁。  
367 同上、82 頁。なお、前掲の安田公刊回想の後半部分を起草したのは鈴木辰三郎である。鈴木は
その中で、理研との正式な契約は 1941 年 6 月に交わされたとする。安田、前掲公刊回想、45 頁。 
368 伊藤、前掲回想、166 頁。  
369 嵯峨根遼吉『原子爆弾の話』講談社、1949 年、103−104 頁。  
 109 
縮、発生したエネルギーを利用する方法の３点が課題と指摘した 370。翌月の9月5日の第3
回会合においても、引き続き原子核の分裂について議論が続けられた 371。  
(2) 物理懇談会の休会とニ号研究への実質的統合  





を行う余裕が無くなっていたことが挙げられる 373。第 2 に、大阪帝大の菊池が海軍技研伊
藤宛の書簡に記したように、1942 年年末の時点で既に研究は着手されており、科学者にと
って今更懇談会に参加して議論する必要性が乏しくなっていたということがあった 374。仁
科委員長も 1943 年 1 月 23 日付けの伊藤宛の書簡において、物理懇談会を休会とし、必要
になれば再招集するよう提案していた 375。第 3 に、陸軍航本から核エネルギー研究につい
て理研から手を引くよう要請を受けていたことがあった。実はこれは物理懇談会の仁科委
員長による要求に基づいたものであった 376。  
	 先述したように 1941 年 4 月に開始されていた陸軍航技研による理研への委託研究は、
1942 年 6 月のミッドウェー海戦の大敗までは、委託元の陸軍航技研も委託先の理研も本腰
を入れて研究することはなかった 377。本格的に研究が開始されたのは同年末頃からであり、
委託研究の終了報告は理研から 1943 年 3 月末から春先にかけて提出された 378。この報告
                                                      
370 「原子核物理応用ニ関スル打合議事録摘要（第二回）」1942 年 8 月 6 日、『統進資料』。  
371 「物理懇談会開催通知ノ件」1942 年 8 月 31 日、『統進資料』。  
372 伊藤、前掲回想、166−167 頁。なお『統進資料』にはこのような趣旨の発言は記録されていな
い。山崎も指摘するように、この伊藤の回想は海軍の科学技術の最高諮問機関として 1943 年初頭




用化は近い将来において不可能であると発言したのである。山崎、前掲書、25 頁；『昭和 18 年 2
月から 10 月	 海軍科学技術審議会その 2』、⑥全般—147、防研。  
373 伊藤、前掲回想、167 頁。  
374 菊池正士から伊藤庸二宛書簡、1942 年 12 月 17 日、『統進資料』。  
375 仁科芳雄から伊藤庸二宛書簡、1943 年 1 月 23 日、『統進資料』。  
376	 読売新聞社編、前掲書、180 頁；日本科学技術史学会『日本科学技術史大系	 第 13 巻物理科学』、
第一法規出版、1970 年、442 頁。   
377 竹内柾「ウラン爆弾研究昔話」『技術史』第 3 号（2002 年）、11 頁。  
378 本報告書と目される文書が、仁科芳雄・矢崎為一「核分裂によるエネルギーの利用」1943 年 3
月 31 日、中根良平・仁科雄一郎・仁科浩二郎他編『仁科芳雄往復書簡集	 補巻』みすず書房、2011
年、資料番号 286、315‐321 頁に収録されている。それによると報告書の結論は、1．原子核分裂
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で説得したところ、海軍側の協力を得ることに成功したと川島は述べている 384。  





本は、1943 年 9 月頃、それまで介在していた陸軍航技研を介さずに極秘の直轄研究として
                                                                                                                                                                                    
によるエネルギー利用の可能性は多分にある、2．核分裂の持続にはウラン 235 を約 10％濃縮する
必要がある、3．ウランを爆薬や蒸気タービンとして使用するには最低でも約 31 ㎏の水と、11 ㎏
の 10％濃縮ウランを混合する必要があるとなっている。  
379 鈴木辰三郎「原爆製造研究の思い出」1964 年 12 月 17 日、陸空—日誌回想—505、防研。  
380 安田が東條に対して核エネルギー研究について意見具申したのはこの時が二度目で、一度目は
1942 年初頭であったとされる。防衛庁防衛研究所戦史室『戦史叢書	 本土防空作戦』朝雲新聞社、
1968 年、631 頁。  
381 読売新聞社編、前掲書、84 頁。  




年 4 月、東二造は核エネルギー研究プロジェクトを立ち上げ、2000 円の研究費で理研へと委託研
究を開始した。しかし同年 7 月、陸軍航本及び理研との三者間の折衝がもたれ、東二造は理研より
手を引くことに合意した。東京陸軍第二造兵廠「ウラン（U）ニ就テ」1943 年 4 月、及び「仁科研
究室ニ於ケル U 研究打合事項」1943 年 7 月 6 日、中根・仁科・仁科浩・他編、前掲書簡集第 III
巻、資料番号 1138 及び 1139、1065-1075 頁。  





第 2 節	 海軍第 2 のプロジェクト：海軍艦本・京都帝大  







談したところ強く研究を勧められたので、1942 年 10 月過ぎに荒勝研究室へ「ウラニウム
の基礎研究」という名目で年 3 千円の研究費で委託したと回想している 386。これらの回想
に依拠してこれまでは、京都帝大の荒勝文策へは海軍艦本による直轄委託であるかのよう
に示唆されてきた 387。  
	 しかしながら防研所蔵の 1947 年 11 月 21 日付けの三井の回想では、興味深い事実が述べ
られている。それによると、海軍艦本は日米開戦以来、京都帝大の荒勝らと原爆について




堀場信吉）に少額の研究費を出して、研究をお願いしていた」と述べている 389。  
	 さらに着目すべきは、1942 年当時海軍二火廠研究部に所属していた北川徹三技術少佐に
よる連合軍総司令部（GHQ/SCAP）の取り調べに対する証言内容である。1946 年 3 月 8 日
の取り調べにおいて北川は、海軍の核エネルギー研究プロジェクトは 1942 年 5 月か 6 月頃
                                                      
385 三井再男・三宅泰雄「秘録原子爆弾—三十四年目の証言」『文化評論』第 224 号（1979 年 12 月）、
34 頁。  
386 読売新聞社編、前掲書、183 頁。  
387 同上、182-184 頁；山崎、前掲書、45 頁；保阪、前掲書、149 頁。  
388 三井再男「戦時中日本軍部で企画した原子力利用に関する事項に就いての調書（海軍関係）」1947
年 11 月 21 日、⑥研究資料 235、防研（以下、防研・三井回想）。  








信吉教授の指導の下で中性子や原子核の研究を行い、1937 年 5 月に大学院修了後、海軍火
薬廠（1941 年 4 月に海軍二火廠に改称）研究部に技師として着任した人物である。北川の

















(2) 海軍内部の対立関係  
	 それではこれらの 2 つのプロジェクトはいかなる関係にあったのだろうか。この点につ
いては、終戦時に海軍艦本部長であった渋谷隆太郎中将が興味深い回想を残している。そ
                                                      
390 Memo for Record, “Interview with Tetugo（ママ）Kitagawa,” March 8, 1946, Nuclear Physics 
Corre.File 1947-1951, Box no.2. 
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れによると渋谷は、1945 年 8 月 14 日午後 1 時に、1942 年当時の海軍艦本第三部長（電気・
無線・音響兵器などを分掌）名和武技術少将などを招集し、核エネルギー研究の経緯につ
いて聞き取りを行ったというのである 391。その時、名和は物理懇談会について曖昧な記憶
しか持ち合わせていなかったという。この点から渋谷は、1941 年 9 月から 1943 年 4 月ま
で艦本部長であった岩村清一中将も物理懇談会については殆ど関知していなかったのでは





















                                                      
391 生産技術協会編『旧海軍技術資料	 第 1 編第 3 分冊』生産技術協会、1970 年、305 頁。  
392 同上。  
393 読売新聞社、前掲書、217 頁。  
394 伊藤、前掲回想、164 頁。  
395 中村菊男『昭和海軍秘史』番町書房、1969 年、187 頁。  




の書き込みがある。これは海軍艦本に所属していた三井と当雑報の寄贈者による 1981 年 8
月 2 日付けの対談の際に書き込まれたようで、それは次のとおりとなっている 398。  
	  















(3) 海軍第 3 のプロジェクト：海軍航本・海軍空技廠  






                                                      
397 脚注 355 参照。  
398 海軍二火廠、前掲雑報。  




技廠による第 3 のプロジェクトの存在があっためだと考えるほうが自然ではなかろうか。  






	 一方、航空兵器として核エネルギー研究を審議したのは航空委員会第 4 班であった。航
空委員会は艦船兵器を審議した本審議会の第 1 から第 4 小委員会とは別個に設置されてい
た。その委員には東京帝大工学部の田中芳雄教授及び亀山直人教授、名古屋帝大理学部長









の主張である。しかし、この第 3 のプロジェクトは先の 2 つのプロジェクトと比較してど
の程度体裁を成していたのかについては不明である。川島によれば交渉によって海軍は理
研から手を引くことに同意したのであるから、他機関に委託することなく軍内部での検討
に終始していたのかもしれない。しかし、どのような規模であれ 1944 年 10 月まで、この
第 3 のプロジェクトは存続しており、海軍の単一プロジェクトである F 研究へと統合され
たと考えることができるのである。この論拠については次節において述べる。  
 
                                                                                                                                                                                    
沿革	 第 2 巻』原書房、1971 年、469 頁。  
400 脚注 372 参照。  
401 「昭和 18 年 2 月から 10 月	 海軍科学技術審議会その 1」、⑥全般—146、防研；沢井実『近代日
本の研究開発体制』名古屋大学出版会、2012 年、214−215 頁。  
402 同上。  
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第 3 節	 F 研究の誕生と終焉	  
(1)	 第 2 と第 3 のプロジェクトの統合  
	 それでは、この 2 つのプロジェクトからどのようにして海軍単一のプロジェクト F 研究
へと至ったのだろうか。これまでに知られてきたことは、海軍第 2 のプロジェクトである
京都帝大の荒勝研究室への委託研究が、1944 年 10 月頃に年額 3 千円から 20 万円へと研究
費が大幅に増額されると同時に、Ｆ研究と名付けられたというものであった 403。確かに、
北川徹三の『勤務録』においても、Ｆ研究の初出は 1944 年 10 月 27 日となっている 404。  
	 しかし本章では、このＦ研究は単に第 2 のプロジェクトが拡大発展したものではなく、
海軍航本と海軍空技廠による第 3 のプロジェクトとの統合があったと主張する。その一つ





が記されている 406。  
	 もう一つの間接的な証左として、荒勝研究室への委託元の変更を挙げることができるだ
ろう。1944 年 10 月に京都帝大への委託研究費が増額された際、研究の委託元は海軍二火
廠から海軍技研化学部へと変更されていたのである 407。海軍技研が海軍艦本と海軍航本の
両部局の下部組織として位置づけられていたことは上述したが 408、海軍二火廠は海軍艦本





それは、北川の存在であった。実は北川は、1943 年 8 月に海軍二火廠から海軍技研化学部
                                                      
403 千藤、前掲回想、305 頁。  
404 北川、前掲『勤務録』。  
405 坂田昌一「ウラニウム問題」1944 年 10 月 4 日、44-01-WP-01、坂田記念史料室。  
406 同上。  
407 千藤、前掲回想、305 頁。  
408 脚注 399 参照。  
409 1920 年 9 月 30 日改正の海軍火薬廠令第 5 条では「廠長ハ海軍艦政本部長ニ隷シ廠務ヲ總理ス










繰り広げる軍部に対する風向きは強まっていた 411。  
	 こうした圧力もあって 1944 年 10 月、陸軍のニ号研究から遅れること約 1 年、ようやく
海軍においても単一の核エネルギー研究プロジェクトＦ研究が誕生した。北川の『勤務録』
にＦ研究が初出する同月 27 日は、「Ｆ研究打合会	 陸軍ニ号研究説明アリ」となっており、
陸海軍間で早速交渉がもたれたことが窺い知れる。陸軍航技研の鈴木によれば、この折衝
の結果、理論研究及び熱拡散法によるウラン濃縮は陸軍側が行うことになり、海軍側は遠
心分離法によるウラン濃縮を試みることが決定されたという 412。  
	 11 月 6 日には京都帝大の荒勝と海軍技研の北川がニ号研究の進捗状況を見学し、その 3
週間後には東京帝大の嵯峨根と海軍技研による打合せが行われたと北川の『勤務録』は記
している。さらに年が明けた 1945 年 1 月 2 日には海軍艦本と海軍技研の打合せが行われ、
同月 23 日には再び荒勝が上京して海軍技研を訪れＦ研究の打合せが行われている。2 月 23
日には、北川を含む海軍技研・海軍艦本の人員が京都へ赴き、引き続き京都帝大側と打合
せを行っているのである 413。  
(2) 戦時研究の申請  
	 F 研究は、1944 年 10 月の誕生から急ピッチで研究体制の構築が進められ、研究動員会
議 414に対して最重要研究としての政府公認を意味する「戦時研究」へ申請し承認された。
                                                      
410 保阪、前掲書、160 頁。  
411 大倉喜七郎「軍事科学研究ニツイテノ意見書」1944 年 3 月 15 日、『統進資料』。  
412 1945 年の初めには海軍側へ理研の実験データが提供された。読売新聞社編、前掲書、184-185
頁；鈴木辰三郎「ニッポン製原爆の全貌」『丸エキストラ—戦史と旅』第 7 号（1997 年 11 月）、55
頁。  
413 北川、前掲『勤務録』。  





ちなみに陸軍のニ号研究は一足早く 1944 年 2 月に申請し、同年 5 月頃に「戦時研究 37−1」
として認定を受けていたことが当時の史料により判明している 415。一方、海軍による F 研
究の戦時研究への申請関連書類は現存していない。ただし、終戦時に第八陸軍技術研究所




行ニ當リテハ戦時研究三七 -一ト随時密接ナル連絡ヲ圖ルモノトス 418」と規定されている。 
	 この文書においても F 研究がいつ戦時研究に認定されたかについては、明確な記述がな
い。これまでの先行研究は、同文書において第１次研究の終了が 1945 年 10 月、第 2 次研
究の終了が 1946 年 10 月となっていることから、戦時研究への承認は 1944 年 10 月であり、
つまり F 研究の誕生と同時ではないかと推測してきた 419。この点、防研所蔵の海軍艦本の
三井の回想には、興味深い記述が存在している。三井は、F 研究は 1944 年末から 1945 年
始めにかけて戦時研究として申請すべきかが議論されたが、陸軍の研究との関係、その他
の交渉や手続き等で遅れ、1945 年 6 月頃に戦時研究の手続きが行われたと述べているので
ある 420。  
	 戦時研究の承認が遅延した原因の一つに、陸軍側の研究との関係を挙げている点は注目
に値する。実は、ニ号研究は 1945 年春には中止に追い込まれていた。1945 年 4 月 13 日の
空爆によって理研は施設の大半を焼失したことを直接の契機として、仁科は翌月 5 月に研
究中止を決定し、陸軍航本もこれを了承していたのである 421。既述したように、陸軍と海
                                                      
415 井上匡四郎技術院総裁文書「戦時研究実施計画	 整理番号 37-1」1944 年 2 月 2 日、前掲『仁科
芳雄往復書簡集	 第 III 巻』、資料番号 1141、1078-1079 頁；竹内「ニ号研究のいきさつ」『技術史』




山本洋一「日本製原爆の真相」『大法輪』第 20 巻第 8 号（1953 年 8 月）、20-21 頁；山崎、前掲書、
46 頁；北川、前掲『勤務録』。  




2＞』朝雲新聞社、1975 年、360 頁。  
418 山本、前掲回想、20−21 頁。  
419 山崎、前掲書、47 頁。  
420 三井、前掲防研回想。  
421 山崎、前掲書、62 頁。  
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て研究を押し進めたと主張してきた 423。  











年 10 月以降データ共有などで協力体制を整えたものの、ニ号研究と F 研究という研究プ
ロジェクトの戦時研究承認をめぐって、敗戦必至の状況に追い込まれていながらもなお対
立構造は続いていたことを指し示している。  





	 1945 年 7 月 18 日、海軍艦本の三井に替わり F 研究の幹事となった海軍技研の北川と海
軍技研化学研究部長の黒田麗少将ら一行は京都入りし、7 月 19 日に京都帝大で、7 月 21
                                                      
422 同上、51 頁。  
423 保阪、前掲書、160-161 頁。  
424 北川はウランの入手に奔走した。しかし、1945 年 2 月から 4 月にかけて上海における海軍の調
達部隊が酸化ウラニウムの購入に成功し、約 40 ㎏が北川を経由して荒勝研究室へ届けられたのみ
であった。Memo for Files, “Interview with Lt. Comdr. Tetsuya Takao,” 17 March 1946, Nuclear Physics 
Corre.File 1947-1951, Box no. 2;Memo for Files, “Interview with Lt. (jg) Makoto Takahashi,” 23 March 
1946, Ibid. 
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日に滋賀県大津の琵琶湖ホテルにてＦ研究の今後について議論を交わした 425。特に 21 日











はなかった。北川の『勤務録』は、8 月 30 日に東京帝大にて「原子爆弾打合会」なる会合
が開催されたことを記している。この会合の詳細は不明ながらも、恐らくは広島・長崎の
被害状況や使用された原爆の構造についての話し合いであったと推察される。この「原子
爆弾打合会」は 9 月 18 日に続いて 9 月 21 日にも開催された。特筆すべきは、この打合会
は広島・長崎の被害調査の中心となった陸軍軍医学校を中核とする東京帝大医学部及び理







	 原子爆弾打合会の 3 度目の会合がもたれた翌日 9 月 22 日、連合軍総司令部（GHQ/SCAP）
は総司令部指令第 3 号（SCAP Directive No.3）を発令した。本指令はセクション 8 (a)及び
(b)において、日本国内の全研究所に 1940 年からの研究活動の報告を命じるとともに、常
                                                      
425 北川、前掲勤務録。  
426 同上。  
427 保阪、前掲書、170−171 頁。  
428 日本側の調査については、笹本、前掲書、35-36 及び 56-57 頁。  
 121 


















科学者同士の対立を含むものであったことを示してきた。この第 2 と第 3 のプロジェクト
が、戦局の悪化という外圧を受けて 1944 年 10 月に統合し、その結果誕生したのが F 研究
であったと主張した。  







                                                      
429 指令第 3 号は日本帝国政府に対し、賃金・物価の経済統制、生活必需品の生産最大化などの指
定に加えて、武器・弾薬などの軍需品の生産禁止、輸出入の禁止などをも規定していた。外務省政
務局特別史料課、前掲書、79-86 頁。  
 122 
結局、F 研究は大きな進展を見ぬまま終戦を迎えたが、そこで F 研究は途絶えたわけで






















(1) 防衛研究所戦史史料閲覧室  
・  『川島虎之輔聴取録	 昭和 18 年〜20 年 8 月	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